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平成 25 年度予算編成の基本方針（案） 


 


Ⅰ 日本経済再生に向けた取組の更なる推進 


 


強い経済は、国力の源泉である。強い経済の再生なくして、財政の再建も、日本の将来


もない。 


我が国の景気は弱い動きを続けており、平成 25 年度にかけては、海外経済の状況が改


善するとともに我が国の景気も緩やかに回復していくことが期待されるものの、海外景気


の下振れが引き続き我が国の景気を下押しするリスクとなっている。 


このような状況を踏まえつつ、我が国経済を再生させ、「誇りある日本」を取り戻すた


め、東日本大震災からの復興を目に見える形で大きく前進させるとともに、政策の基本哲


学をこれまでのいわば「縮小均衡の分配政策」から「成長と富の創出の好循環」へと転換


させる。これにより、長引く円高・デフレ不況から脱却し、イノベーションや新しい事業


の創出により成長力が強化され、雇用と所得が拡大していく強い経済を目指す。 


日本経済再生に向けては、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成


長戦略の「三本の矢」を一体として実行していく。 


その第一弾として、先般、「日本経済再生に向けた緊急経済対策」（平成 25 年 1 月 11 日


閣議決定。以下「緊急経済対策」という。）及びこれを実行するための平成 24 年度補正予


算を決定した。 


今後とも、日本経済再生本部と経済財政諮問会議を司令塔として、総合科学技術会議、


規制改革会議等との連携を図りながら、日本経済再生を実現するための取組を強力に推進


していく。 


 


 


Ⅱ 平成 25 年度予算編成の基本的な考え方 


 


（緊急経済対策との一体的な編成） 


 上記Ⅰの考え方の下、平成 25 年度予算は、緊急経済対策に基づく大型補正予算と一体


的なものとして、いわゆる「15 ヶ月予算」として編成する。 


 これにより、切れ目のない経済対策を実行し、景気の底割れの回避とデフレからの早期


脱却及び成長力の強化を図る。 


 


（経済再生の実現に向けた効果的・効率的な予算編成） 


景気の底割れを防ぎ、デフレから脱却するには、平成 25 年度予算の速やかな編成が必


要である。 


編成に当たっては、昨年 12 月 26 日、27 日の内閣総理大臣指示に従って、財政状況の


悪化を防ぐため、民主党政権時代の歳出の無駄を最大限縮減しつつ、中身を大胆に重点化
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する。 


その際、東日本大震災からの復興の加速はもとより、持続的成長に貢献する分野や日本


を支える将来性のある分野に重点を置く。 


 


（財政に対する信認の確保） 


財政赤字が拡大を続け、債務残高が増大した場合、国債費の増加による政策の自由度の


低下、世代間の不公平の拡大など、様々な要因を通じて、経済、財政、国民生活に重大な


影響を与えかねない。 


したがって、2015 年度までに国・地方のプライマリーバランスの赤字の対ＧＤＰ比を


2010 年度の水準から半減し、2020 年度までに国・地方のプライマリーバランスを黒字化


するとの財政健全化目標を実現する必要がある。平成 25 年度予算についても、上記の内


閣総理大臣指示に沿って、財政健全化目標を踏まえたものとするとともに、国債に対する


信認を確保するため、公債発行額をできる限り抑制し、中長期的に持続可能な財政構造を


目指す。 


財政健全化と日本経済再生の双方を実現する道筋については、今後、経済財政諮問会議


において検討を進める。 


 


 


Ⅲ 予算の重点化についての基本的な考え方 


 


 平成 25 年度予算においては、民主党政権時代の要求内容を徹底して精査しつつ、「復


興・防災対策」、「成長による富の創出」、「暮らしの安心・地域活性化」の３分野に重点化


するとの方針に基づいて、日本経済再生の実現に向けた取組に重点的な配分を行う。 


 また、過年度の予算に計上された項目であっても聖域化することなく、必要性等につき、


内容を十分に精査する。 


 


（１）復興・防災対策 


被災地の復興の加速を最優先として、加速策を具体化し、各種制度等への被災地からの


批判、要望に真摯に耳を傾け、きめ細やかな復興施策を実施するとともに、福島の再生の


ため原子力災害等からの迅速な再生を推進する。 


このため、復興施策に必要な事業の規模と財源を見直す。あわせて全国防災事業の負担


の在り方も見直しを行う。 


防災対策については、老朽化対策など社会の重要インフラ防御、学校耐震化など事前防


災・減災対策のための国土強靭化、災害等への対応体制の強化などについて、ハード、ソ


フトの両面につき抜本的に強化し国民の不安を払拭する。 


なお、復興関連予算は、「流用」等の批判を招くことがないよう、使途の厳格化を行い、
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被災地の復旧・復興に直接資するものを基本とする1。 


 


（２）成長による富の創出 


「成長による富の創出」を実現していくため、規制改革や金融・税制面の措置等により


民間の潜在力を最大限発揮しつつ、民間投資の喚起を図るための施策や低炭素社会の創出


等に資する省エネルギー・再生可能エネルギー等の導入、研究開発、イノベーションの基


盤強化、資源・海洋開発などを推進する。 


また、日本経済の活力の源泉である中小企業・小規模事業者のものづくりや資金繰り等


に対する支援、官民にわたる基礎科学を含む科学技術の振興、「攻めの農林水産業」の展


開や食料安全保障に取り組む。 


さらに、日本企業の海外展開の環境づくり・支援等によりグローバル経済の成長力を日


本に取り込むとともに、金融資本市場の活性化、若者や女性の就労促進を含む雇用対策等


により成長力の強化や雇用の安定に取り組む。教育再生に向けて、学力・規範意識の向上


につながる取組等を推進する。 


 


（３）暮らしの安心・地域活性化 


安全・安心な生活空間と環境を整備するとともに、国民の暮らしと命を守るための能力


を強化し安心を確保する。さらに台風等の災害からの復旧等を行う。 


社会保障制度の持続可能性を確保するとともに、社会的に弱い立場にある人たちが社会


で活躍できる環境を整備する。 


また、我が国をめぐる安全保障環境の緊張度合いが高まっている状況を踏まえ、海上保


安体制の強化を含め周辺海空域における警戒監視・安全確保等の各種対応能力の向上、情


報機能の強化に重点的に取り組むとともに、調達制度の改革や適正化を進め、実効的な防


衛力の効率的な整備を推進する。 


 さらに、地域がそれぞれの経済的、文化的な特色を発揮し有機的な交流・連携を図り、


地域活性化策を推進することにより、不利な条件に置かれている地域も含め、地域が直面


している危機を突破し、地方の経済の活力を取り戻すことを目指す。また、消費者のため


の施策を推進する。 


 


（４）歳出分野における主な留意事項等 


 


（歳出分野における主な留意事項） 


 歳出の各分野について、予算の大胆な重点化を進める。特に、社会保障については、少


子高齢化が進展する中で、持続可能な社会保障制度を構築するため、社会保障の安定財源


を確保するとともに、国民負担の増大を極力抑制する観点から、重点化に取り組む。この


                                                  
1 全国向け予算については、子どもの安全確保に係る緊要性の高い学校の耐震化事業や津波災


害を踏まえて新たに必要性が認識された一部公共事業、既契約の国庫債務負担行為の歳出化分


に限り、例外的に復興特別会計に計上するものとする。 
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ため、社会保障制度改革推進法に沿って、社会保障制度改革国民会議における議論を促進


する。また、生活保護については、不正受給対策を徹底するとともに、自立・就労などの


支援施策と併せて、生活扶助基準や医療扶助の適正化を行う。 


また、公共投資については、投資効果の発現や民間投資の誘発等の観点から真に必要な


事業を積み上げることとし、国民の安全を守る老朽化対策や防災対策など現下の優先課題


とともに、国際競争力の強化や地域経済の活性化につながる「未来への投資」に予算を重


点化する。 


さらに、地方財政については、国の取組と歩調を合わせて、給与関係経費などを始めと


する地方財政計画の歳出を見直し、抑制を図るとともに、安定的な財政運営に必要となる


地方税、地方交付税等の一般財源の総額を確保する。 


  


（行財政改革2） 


 限られた人的・物的資源を有効に活用し、行政機能や政策効果を最大限向上させる真に


国民のためになる行財政改革に取り組む。 


 国家公務員の定員については、現下の重要課題に適切に対応しつつ、厳しく業務の見直


しや効率化に取り組み、可能な限り純減を図る。その中で、メリハリのある定員配置を実


現する。国が法令等で配置基準等を定める地方公務員の配置についても、行財政改革の取


組を踏まえ対応する。 


 また、国家公務員の給与については、前政権時の平成 24 年人事院勧告の取扱い3を変更


し平成 25 年度から実施する。 


地方公務員の給与については、平成 24 年度から実施されている国家公務員給与の平均


▲7.8%の削減措置に準じて必要な措置を講ずるよう地方公共団体に要請するとともに、そ


れを反映して、平成 25 年度予算における地方交付税や義務教育費国庫負担金等を算定す


る。また、地域経済の活性化の観点や各地方公共団体の行政改革の取組を踏まえるものと


する。 


 各府省の責任の下、実効性の高いＰＤＣＡサイクルの確立に向けた取組を進め、その成


果を平成 26 年度予算編成に十分に活用していく。 


                                                  
2 特別会計及び独立行政法人の見直しについては、「特別会計改革の基本方針」（平成 24 年 1
月 24 日閣議決定）及び「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成 24 年 1 月
20 日閣議決定）は、それ以前より決定していた事項を除いて当面凍結し、平成 25 年度予算は、
現行の制度・組織等を前提に編成するものとする。特別会計及び独立行政法人の見直しについ
ては、引き続き検討し、改革に取り組む。 
3 高齢層職員の給与水準等の見直しについて、平成 26 年４月から実施する方向で平成 25 年中


に結論を得ることとするとの取扱い（平成 24 年 11 月 16 日閣議決定）を指す。 
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展望レポート中間評価（2013 年１月）の経済・物価見通し 


 中心的な見通し  


【景気】当面横ばい圏内となったあと、国内需要が各種経済対策の効果もあっ


て底堅く推移し、海外経済が減速した状態から次第に脱していくにつ


れて、緩やかな回復経路に復していく。 


【物価】消費者物価の前年比は、当面、前年の反動からマイナスとなったあと、


再びゼロ％近傍で推移。その後は、マクロ的な需給バランスの改善を


反映して、徐々に緩やかな上昇に転じていく。 


 10月の「展望レポート」と比べると、成長率については、2012年度は幾分下振れ


るものの、2013年度は各種経済対策の効果などから上振れ、2014年度は概ね見通


しに沿って推移。消費者物価は、概ね見通しに沿って推移。 


▽ 政策委員見通しの中央値（対前年度比、％） 


  
実質ＧＤＰ 国内企業物価指数 


消費者物価指数 
（除く生鮮食品） 


 2013年度 ＋2.3 ＋0.8 ＋0.4 


 （10月の見通し） （＋1.6） （＋0.5） （＋0.4） 


 2014年度 ＋0.8 ＋4.1 ＋2.9 


 （10月の見通し） （＋0.6） （＋4.2） （＋2.8） 


 消費税引き上げの影響


を除くベース 
 ＋1.2 ＋0.9 


 （10月の見通し）  （＋1.3） （＋0.8） 


 見通しの上振れ・下振れ要因  


【景気】    ① 国際金融資本市場と海外経済の動向（欧州債務問題の今後の展開や


米国経済の回復力、新興国・資源国経済の持続的成長経路への円滑


な移行の可能性、日中関係の影響など） 


② 企業や家計の中長期的な成長期待 


③ 消費税率引き上げの影響 


④ わが国の財政の持続可能性を巡る様々な問題 


【物価】① マクロ的な需給バランスに対する物価の感応度 


② 企業や家計の中長期的な予想物価上昇率の動向 


③ 輸入物価の動向 


（図表 １） 
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展望レポート中間評価（2013 年１月）の経済・物価見通し分布 


 


 
（１）実質ＧＤＰ


（２）消費者物価指数（除く生鮮食品）


（注１） 上記の見通し分布は、各政策委員の示した確率分布の集計値（リスク・バランス・チャ
ート）について、①上位10％と下位10％を控除したうえで、②下記の分類に従って色分


けしたもの。なお、リスク・バランス・チャートの作成手順については、2008年４月の


「経済・物価情勢の展望」ＢＯＸを参照。


（注２） 棒グラフ内の○は政策委員の見通しの中央値を表す。また、縦線は政策委員の大勢見通


しを表す。


（注３） 消費者物価指数（除く生鮮食品）は、消費税率引き上げの直接的な影響を除いたベース。
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（図表　３）


（１）ＩＭＦによる世界経済見通し （２）欧州周縁国の国債利回り


（３）実質輸出 （４）鉱工業生産


（資料）ＩＭＦ、Bloomberg、日本銀行、経済産業省


世界経済とわが国の輸出・生産
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（図表　４）


（１）設備投資


（２）公共投資・住宅投資


（３）個人消費


（資料） 経済産業省、国土交通省、内閣府、日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会
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（図表　５）


（１）失業率・有効求人倍率


（２）雇用人員判断ＤＩ（短観）


（３）雇用者所得


（注） （２）の×印は予測系列。シャドーは景気後退局面。
（資料） 厚生労働省「毎月勤労統計」、総務省「労働力調査」、日本銀行「全国企業短期経済観測調査」
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（図表　６）


（１）総合（除く生鮮食品）


（２）財（除く農水畜産物）の要因分解


（３）一般サービスの要因分解
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財＝「財」－「電気・都市ガス・水道」、
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4. 2012/4Qは、10～11月の平均値を用いて算出。


（資料）総務省「消費者物価指数」
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（図表　７）


（１）消費者物価前年比と需給ギャップ


（２）消費者物価と需給ギャップの時差相関


（注）1. 消費者物価は、消費税の導入（1989年、3％）とその引き上げ（1997年、3％→5％）の影響を
調整している。


2. 需給ギャップは日本銀行調査統計局の試算値。具体的な計測方法については、日銀レビュー
「ＧＤＰギャップと潜在成長率の新推計」（2006年5月）を参照。


3. シャドーは景気後退局面。
4. 時差相関係数は、1990/1Q以降のデータを基準に試算。


（資料） 総務省「消費者物価指数」、内閣府「国民経済計算」等
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（図表　８）


（１）時間当たり賃金


（２）失業率


（資料） 内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」、ＢＬＳ
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（図表　９）


（１）小売業（全規模）


企業の価格支配力
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（２）サービス業（全規模）
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（注） 2010年以降のサービス業は、対事業所サービス、対個人サービスを有効回答社数を用いて
加重平均した値。


（資料） 日本銀行「全国企業短期経済観測調査」
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金融緩和の思い切った前進 


（2013 年 1月 22 日決定） 


 


日本銀行は、今後、日本経済の競争力と成長力の強化に向けた幅広い


主体の取組の進展に伴い持続可能な物価の安定と整合的な物価上昇


率が高まっていくと認識している。この認識に立って、日本銀行は、


物価安定の目標を消費者物価の前年比上昇率で２％とする。 


日本銀行は、上記の物価安定の目標の下、金融緩和を推進し、これを


できるだけ早期に実現することを目指す。その際、日本銀行は、金融


政策の効果波及には相応の時間を要することを踏まえ、金融面での不


均衡の蓄積を含めたリスク要因を点検し、経済の持続的な成長を確保


する観点から、問題が生じていないかどうかを確認していく。 
 


 


 


 「物価安定の目標」の実現を目指し、実質的なゼロ金利政策と金融


資産の買入れ等の措置を、それぞれ必要と判断される時点まで継続


することを通じて、強力に金融緩和を推進 


 資産買入等の基金の運営について、現行方式での買入れが完了した


後、2014年初から、期限を定めず毎月一定額の資産を買入れる方式


を導入 


 当分の間、毎月、長期国債２兆円程度を含む 13 兆円程度の金融資産の買入れ


を行う。これにより、基金の残高は 2014年中に 10兆円程度増加する見込み 


 


（政府・日本銀行の共同声明） 


１．「物価安定の目標」の導入 


 


２．「期限を定めない買入れ方式」の導入 


 


政府・日本銀行は、「デフレ脱却と持続的な経済成長の実現のため 


の政府・日本銀行の政策連携について（共同声明）」を公表 


（図表１０） 
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政府・日本銀行の共同声明 
 


平成 25年 1月 22日 


内 閣 府 


財 務 省 


日 本 銀 行 


デフレ脱却と持続的な経済成長の実現のため、政府・日本銀行は別紙のとおり政策連携


を強化し、これを共同して公表するものとする。 


 


（別紙） 


 


デフレ脱却と持続的な経済成長の実現のための政府・日本銀行の政策連携について 


（共同声明） 


 


１．デフレからの早期脱却と物価安定の下での持続的な経済成長の実現に向け、以下のと


おり、政府及び日本銀行の政策連携を強化し、一体となって取り組む。 


２．日本銀行は、物価の安定を図ることを通じて国民経済の健全な発展に資することを理


念として金融政策を運営するとともに、金融システムの安定確保を図る責務を負ってい


る。その際、物価は短期的には様々な要因から影響を受けることを踏まえ、持続可能な


物価の安定の実現を目指している。 


日本銀行は、今後、日本経済の競争力と成長力の強化に向けた幅広い主体の取組の進


展に伴い持続可能な物価の安定と整合的な物価上昇率が高まっていくと認識している。


この認識に立って、日本銀行は、物価安定の目標を消費者物価の前年比上昇率で２％と


する。 


日本銀行は、上記の物価安定の目標の下、金融緩和を推進し、これをできるだけ早期


に実現することを目指す。その際、日本銀行は、金融政策の効果波及には相応の時間を


要することを踏まえ、金融面での不均衡の蓄積を含めたリスク要因を点検し、経済の持


続的な成長を確保する観点から、問題が生じていないかどうかを確認していく。 


３．政府は、我が国経済の再生のため、機動的なマクロ経済政策運営に努めるとともに、


日本経済再生本部の下、革新的研究開発への集中投入、イノベーション基盤の強化、大


胆な規制・制度改革、税制の活用など思い切った政策を総動員し、経済構造の変革を図


るなど、日本経済の競争力と成長力の強化に向けた取組を具体化し、これを強力に推進


する。 


また、政府は、日本銀行との連携強化にあたり、財政運営に対する信認を確保する観


点から、持続可能な財政構造を確立するための取組を着実に推進する。 


４．経済財政諮問会議は、金融政策を含むマクロ経済政策運営の状況、その下での物価安


定の目標に照らした物価の現状と今後の見通し、雇用情勢を含む経済・財政状況、経済


構造改革の取組状況などについて、定期的に検証を行うものとする。 


（図表１１） 
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（図表１２）


（注）1. 実質無借金企業は、保有する現預金及び現金同等物が有利子負債を上回る企業。現金同
等物とは、ＣＰ、ＣＤ、公社債投信などの短期資金を指す。


2. 東証１部・２部上場かつ３月期決算企業のうち、1995年度から連続してデータ取得可能
な1,260社（除く金融機関）が対象。


（資料） 日経Financial QUEST、日本銀行「資金循環統計」
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（参考　１）


（１）全体の推移


（２）男女別


（３）年齢階層別


（４）職業別


（注）1. （１）の2005年は3月、9月、12月調査。2006年以降は3月、6月、9月、12月調査。
2006年6月調査までは訪問留置法、2006年9月調査からは郵送調査法。


2. （２）、（３）、（４）は2012年12月調査の個別データを用いて新たに集計したもの。
3. （４）のその他は、主婦、学生、無職など。


（資料） 日本銀行「生活意識に関するアンケート調査」
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（参考　２）


（１）1985～1995年


（２）1996～2011年


（３）1985～2011年


（注）1. 消費者物価指数（総合）を用いている。
2. ドイツの計数は、1990年までは旧西ドイツの値。
3. 各年の前年比変化率の単純平均値。


（資料） ＯＥＣＤ
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（参考　３）


消費者物価の品目別変化率の分布


（１）品目のウエイトで積み上げたヒストグラム（1997～2011年の平均）


（２）消費者物価（総合）の上昇率の内訳（1997～2011年の平均）


（注）米国の耐久消費財は、“Durables”。非耐久消費財は、日本は「財」から「耐久消費財」を
　　　除いたもの、米国は“Nondurables”。家賃は、日本は「家賃」、米国は“Rent of Shelter”。
　　　サービス（除く家賃）は、日本は「サービス」から「家賃」を除いたもの、米国は
　　 “Services less rent of shelter”。
（資料）総務省「消費者物価指数」、ＢＬＳ
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（年率、％、％ポイント）


変化率 寄与度 変化率 寄与度 寄与度差


耐久消費財 -4.5 -0.3 -0.9 -0.1 -0.2


非耐久消費財 0.1 0.1 3.0 0.9 -0.8


家賃 0.0 0.0 2.6 0.8 -0.8


サービス（除く家賃） 0.0 0.0 3.2 0.9 -0.9


計 -2.6


日本－米国日本 米国


-0.2 2.4
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（参考　４）


（１）サービス全体（日本：55.8%、米国：65.6%） （２）うち家賃（日本：18.6%、米国：31.9%）
　　――　民営家賃、持ち家の帰属家賃等


（３）うち運輸（日本：5.7%、米国：5.7%） （４）うち娯楽（日本：5.0%、米国：3.5%）
　　――　運賃、自動車整備費、自動車保険料等 　　――　放送受信料、インターネット接続料、


　　　　　パック旅行（日本のみ）等


（５）うち医療、保険（日本：3.9%、米国：4.8%）（６）うち教育（日本：4.0%、米国：2.8%）
　　――　診療代、傷害保険料等 　　――　授業料、保育所保育料等


 （注）（ ）内は総合に占めるウエイト（2005年時点）。なお、日米比較のため分類方法を調整した。
（資料） 総務省「消費者物価指数」、ＢＬＳ


消費者物価のサービス価格の日米比較
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（参考　５）


（１）実質ＧＤＰ成長率


（２）実質ＧＤＰ成長率の寄与度分解


（２）実質成長率


（注） （２）の2011年以降の就業者数変化率は、将来人口の推計値（出生中位、死亡中位のケース）
と労働力率の見通し（各年齢層・各性別の労働力率が2010年の値で横ばいで推移すると仮定
したもの）から試算した労働力人口の年平均変化率。


（資料） 内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」、国立社会保障・人口問題研究所、ＢＥＡ


実質ＧＤＰ成長率と寄与度分解
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（参考　６）


（１）企業の実質期待成長率の見通し（今後５年間）


（２）家計の日本経済の成長力に対する見方


 （注）（２）の「生活意識に関するアンケート調査」は2006年6月調査より見直しを実施。
        2006年6月調査までは訪問留置法、2006年9月調査からは郵送調査法。
（資料） 内閣府「企業行動に関するアンケート調査」、日本銀行「生活意識に関するアンケート調査」
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（参考　７）


（１）日本


（２）米国 　（３）ユーロ圏 　　 （４）英国


（注）1.
         
　  　　 
（注）2. ユーロ圏の2002年以前の予想インフレ率はドイツの値。


（資料） 内閣府「国民経済計算」、Consensus Economics「コンセンサス・フォーキャスト」、ＣＢＯ、
　　　　 ＯＥＣＤ等


中長期的な予想物価上昇率と潜在成長率


予想物価上昇率は、民間調査機関を対象にしたコンセンサス・フォーキャストによる消費者物価
見通し（各年4月と10月時点の平均値）。潜在成長率については、日本は日本銀行調査統計局の
試算値、米国はＣＢＯ（米国議会予算局）の推計、ユーロ圏と英国はＯＥＣＤの推計による。
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（参考　８）


（１）市場金利 （２）貸出金利


（３）企業からみた金融機関の貸出態度 （４）金融機関の貸出残高


（注）1. （２）は、貸出約定平均金利（国内銀行、新規実行分）の後方６か月移動平均値。
2. （３）は、日本が大企業・中堅企業・中小企業向けの各D.I.の平均。米国が大企業・中堅企業


向け、ユーロ圏が大企業向け。
3. （４）は、国内銀行および信用金庫の貸出残高。


（資料） 日本銀行、日本政策金融公庫、ＦＲＢ、ＥＣＢ、Bloomberg
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（参考　９）


（１）マネタリーベース


（２）マネーストック


（注）1. マネタリーベースは、銀行券発行高、貨幣流通高および中央銀行当座預金の合計。
2. 2012/4Qの名目ＧＤＰは、2012/3Qの値。ユーロ圏の2012/4Qのマネーストック（Ｍ３）は、


10～11月の値。
（資料） 内閣府、日本銀行、ＦＲＢ、ＢＥＡ、ＥＣＢ、Eurostat


マネタリーベースとマネーストック
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（参考１０）


（１）量的金融指標


（２）消費者物価（総合除く生鮮食品）


（資料） 内閣府、総務省、日本銀行


マネーと経済活動・物価
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景気の現状と政策対応 


平成25年1月24日 
内閣府 


資料３ 







１．「月例経済報告」（1月23日）における日本経済の基調判断 


（参考１） 輸出の動向                          (参考4)  日経平均株価の動向 


(参考5) 対ドル名目為替レートの動向 


１ 


<現状> 


景気は、弱い動きとなっているが、
一部に下げ止まりの兆しもみられる。 
(参考1、2) 


 


<リスク要因> 


・海外景気の下振れが、引き続き我が
国の景気を下押しするリスク。 


・雇用・所得環境の先行き、デフレの影
響にも注意が必要。 


<先行き> 


先行きについては、当面は弱さが残るも
のの、輸出環境の改善や経済対策の効
果などを背景に、再び景気回復へ向かう
ことが期待される。     (参考3) 


 


(参考２）生産の動向 


（参考3） 景気ウォッチャー調査による景気判断の動向                      


1 


2013年1月23日 10,486円 


2013年1月23日  88.29円 


(2005年=100) 


1 







２．「日本経済再生に向けた緊急経済対策」(1月11日)の規模と効果 


国の財政支出 
（兆円） 


事業規模 
（兆円） 


Ⅰ. 復興・防災対策 
・東日本大震災からの復興加速 
・事前防災・減災等 


 
Ⅱ. 成長による富の創出 
・民間投資の喚起による成長力の強化 
・中小企業・小規模事業者・農林水産業対策 
・日本企業の海外展開支援等 
・金融資本市場の活性化 
・人材育成・雇用対策 


 
Ⅲ. 暮らしの安心・地域活性化 
・暮らしの安心 
・地域活性化 
・地方の資金調達への配慮と本緊急経済  
 対策の迅速な実施 


3.8程度 
 
 
 


3.1程度 
 
 
 
 
 
 


3.1程度 


5.5程度 
 
 
 


12.3程度 
 
 
 
 
 
 


2.1程度 


 公共事業等の国庫債務負担行為 0.3程度 0.3程度 


経済対策関連 
・年金国庫負担２分の１の実現等 


10.3程度 
2.8程度 


20.2程度 


補正予算全体 13.1程度 


（注）「国の財政支出」には財政融資０．４兆円を含む。 


■対策の規模 


２ 


■予算措置による経済効果（見込み） 
 ○実質GDP押上げ効果は概ね２％程度 
 ○雇用創出効果は60万人程度 


 
■盛り込まれた規制改革、税制改正、   
  金融資本市場の活性化等の各施策や、  
  イノベーション促進や研究開発をは 
  じめとする成長戦略等の具体化 


 


民間投資や消費の喚起、競争力の強化、
所得・雇用の増大を伴う経済成長 


○日本経済再生に向けて、大胆な金融政策、機動  
     的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略の   
    「三本の矢」で、長引く円高・デフレ不況から脱却   
     し、雇用や所得の拡大を目指す。 
○このための取組の第１弾として本対策を取りまと 
    め（国の財政支出 10.3兆円程度、事業規模20.2   
    兆円程度）。 













１ 


 


経済財政諮問会議の今後の検討課題 


平成 25 年１月 22 日 


伊藤 元重 


小林 喜光 


佐々木 則夫 


高 橋  進 


 


 経済財政諮問会議の任務は経済財政運営の司令塔として基本設計を示すこと


である。当面（年前半）、骨太方針に向けて、日本経済再生本部・産業競争力会


議等との連携の下、以下の事項について議論を行う必要がある。 


 その際、我が国経済の置かれた状況や 2020 年代もしくはそれ以降を見据えた


見通しを踏まえつつ、課題解決に当たって、複合的な視点で捉えるとともに、


政策・制度の予見可能性を高める、政策効果や成果をしっかりチェックすると


いった点に留意しながら、国民にとって分かりやすい形で議論を行い、具体的


な結果に結びつけることが重要である。 


 


 


Ⅰ．諮問会議で取り組むべき当面（年前半）の重要課題 


 


（１）デフレ・円高不況から脱却し、日本経済を再生するため、3本の矢の実施


状況、効果などを常時検証し、必要な時には対応を促すとともに、目指す


べき自律的な成長の姿とそのために必要な対応を明らかにする。 


（２）持続可能な財政を実現するために、中長期の財政健全化の道筋を明らか


にする。 


（３）(1)(2)それぞれの議論、(1)と(2)をどう両立させるかという議論を踏ま


えつつ、年央に骨太方針を策定する。 


（４）中長期のあるべき姿を検討しつつ、それを見据えた議論を行う（国・地


方、行政改革、人口減少、資源・エネルギー制約、市場開放、食料問題等）。 


（５）なお、以下の具体的な事項を検討するにあたっては、優先順位や時間軸


を明らかにする。 


 


 


Ⅱ．具体的検討事項 


 


（１）日本経済再生に向けた考え方とそのための取り組み 


①デフレ脱却に向けた金融政策、機動的財政政策、成長戦略 


  ・日本銀行の取り組みと金融政策に関する集中討議 


  ・緊急経済対策等の政府の取り組みのフォローアップ 


  ・目指すべき拡大均衡、所得増、雇用増の明確化 







２ 


 


 


②自律的成長の姿と必要な取り組み 


～「縮小均衡から拡大均衡への転換」、「所得増、雇用増に結びつく姿」を


経て「ＧＮＩの拡大をもたらす自律的成長」へ～ 


・企業の投資を引き出し、イノベーションを促進するために必要な政策 


（産業政策、規制・制度改革、税制改革、官民の役割分担等） 


    ・供給過剰構造の解消、構造問題を抱える分野での退出を円滑化し、新


たな分野での参入を促すなど新陳代謝を活性化するメカニズム 


・制約条件（エネルギー等）克服の道筋 


・所得の増加・雇用の拡大、消費の喚起に向けた取り組み 


    ・人材の活用及び人的投資の拡大・育成（特に若者や女性）、ライフサイ


クルを踏まえた雇用、柔軟性のある労働市場 


・地域活性化の視点から見た成長戦略（地方分権、公共投資等） 


・積極的な市場開放やヒト、モノ、カネの活発な移動を通じた日本の活 


 性化、そのためのアジア太平洋地域、ＥＵ等との経済連携のあり方 


 


（２）持続可能な財政の実現に向けて 


  ①主要歳出分野における重点化 


・社会保障制度の効率化・重点化（社会保障国民会議との連携）、公共投


資のあり方、成長戦略資金の確保、地方財政、行革等 


②26 年度予算に向けた基本的考え方 


③効率的・効果的な財政を実現するための仕組みの確立に向けて 


・財政政策・税制改革等について、個々の政策課題に対する成果、雇用 


や所得の拡大、企業収益の改善などについてセミマクロレベルで評価


する仕組みの検討など、実効性のあるＰＤＣＡサイクルの確立 


④中長期の財政健全化に向けた基本的な考え方 


 


（３）骨太の方針後に取り組むべき課題、進め方 


 


 


Ⅲ．骨太方針後の検討事項 


 


   ・26 年度予算に向けた予算の全体像のとりまとめ  


   ・消費税引き上げに際しての経済状況の総合的判断に向けた検討 


   ・「予算編成の基本方針」のとりまとめ 


   ・日本の進むべき道と中長期の経済の姿を踏まえた経済財政運営の 


方針 等 








月例経済報告等に関する関係閣僚会議資料


平成25年１月23日
内閣府







<現状>


景気は、弱い動きとなっているが、一部に下げ止まりの兆しも
みられる。


<日本経済の基調判断>


<先行き>
先行きについては、当面は弱さが残るものの、輸出環境の改善や経済対
策の効果などを背景に、再び景気回復へ向かうことが期待される。


（リスク要因）
・海外景気の下振れが、引き続き我が国の景気を下押しするリスク。
・雇用・所得環境の先行き、デフレの影響にも注意が必要。 等
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<政策の基本的態度>


政府は、日本経済を大胆に再生させるため、大震災からの復興を前進させると
ともに、「成長と富の創出の好循環」へと転換し、「強い経済」を取り戻すことに全
力で取り組む。円高是正、デフレからの早期脱却のため、デフレ予想を払拭する
とともに、機動的・弾力的な経済財政運営により、景気の底割れを回避する。特
に、最近、景気回復への期待を先取りする形で、過度な円高の動きが修正され
つつあり、株価も回復し始めており、こうした改善の兆しを、適切な政策対応によ
り景気回復につなげる。
このため、政府は、１月11日に「日本経済再生に向けた緊急経済対策」を、同
月15日に平成24年度補正予算（概算）を閣議決定した。


政府及び日本銀行は、１月22日、デフレ脱却と持続的な経済成長の実現のた
めの政策連携の強化についての共同声明を公表し、日本銀行は、２％の物価
安定目標を導入することとした。また、日本銀行は、同日、資産買入等の基金に
ついて「期限を定めない資産買入れ方式」の導入を決定した。


日本銀行には、この物価安定目標をできるだけ早期に実現するよう、大胆な金
融緩和を推進することを期待する。
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リーマンショック後の経済成長（国際比較）


（備考）内閣府「国民経済計算」、各国統計により作成。
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（備考）１．経済
産業省「鉱工業指
数」により作成。


輸出の動向


（備考）左図 ：財務省「貿易統計」により作成。季節調整値。括弧内は2011年の金額ウェイト。
右上図 ：財務省「貿易統計」により作成。季節調整値。括弧内は2011年の金額ウェイト。
右下図 ：財務省「国際収支状況」により作成。季節調整値。


40


60


80


100


120


140


160


180


1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 1011


2008 09 10 11 12


全体


中国
（19.7%)


ＥＵ
（11.6%）


アメリカ
（15.3%）


輸出(前月比）
９月 ▲2.3％
10月 ▲2.3％
11月 ▲2.3％


アジア
（56.0%)


地域別輸出数量（2005年=100）


（月）


（年）


○輸出はこのところ緩やかに減少
品目別輸出数量


経常収支の推移


30


50


70


90


110


130


150


1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 1011


2008 09 10 11 12


鉄鋼
（5.7%)


一般機械
（21.1%） 自動車


（12.5%）
電気機器
（17.7%)


化学製品
（10.4%)


（2005年=100）


（月）
（年）


-1.5
-1.2
-0.9
-0.6
-0.3
0.0
0.3
0.6
0.9
1.2
1.5
1.8
2.1
2.4


1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 1011


2008 09 10 11 12


（兆円）


所得収支


貿易サービス収支


経常移転収支


経常収支


（月）
（年）


4







-12.0


-9.0


-6.0


-3.0


0.0


3.0


6.0


9.0


12.0


1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 1011


2010 11 12


（％）


輸送用機器一般機械 電気機器


総額


（月）
（年）


10年10月


尖閣諸島沖での
漁船衝突事件


12年9月


尖閣諸島取得


○中国向け輸出金額の前月比寄与度（品目別）


-60


-40


-20


0


20


40


60


80


100


2010 11 12


（前年比、％）


乗用車全体
12月 6.9%


日系車（セダン）


（期/月）
（年）


○中国から日本への旅行者数


0


5


10


15


20


25


30


35


40


45


50


0


10


20


30


40


50


60


70


80


90


100


1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10


2008 09 10


（月）
（年）


10年10月


尖閣諸島沖での
漁船衝突事件


訪日外客総数


中国からの訪日客数
（目盛右）


（万人） （万人）


12


12年9月


尖閣諸島取得


11


○中国に対する直接投資


（備考） 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）により作成。


（備考）乗用車全体の中で日系メーカーのセダンの占めるシェアは13.8％（12年）。


12年11月
中国からの
訪日外客
52,000人


○中国の自動車販売


（備考）財務省「貿易統計」により作成。季節調整値。


尖閣諸島をめぐる状況の影響


（備考）11年の日本から中国への直接投資のシェアは5.5％で、香港に次いで第２位。
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（％) 公共工事請負金額
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（年）


12月 ＋15.6％


投資の動向


（備考）左上図：経済産業省「鉱工業出荷内訳表、鉱工業総供給表」により作成。輸送機械除く。


左下図：内閣府「機械受注統計」により作成。
右上図：国土交通省「建築着工統計」により作成。年率季節調整値。全国の着工数に占める被災３県のシェアは、2010年3.4％、2011年3.0％、2012年(1-11月)4.5％
右下図：東日本建設業保証株式会社他「公共工事前払金保証統計」により作成。


○公共投資は底堅い動き


2012年４－12月期


全国合計前年比：＋15.4％


○住宅建設は底堅い動き


60


70


80


90


100


110


120


1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 1011


2008 09 10 11 12 （年）
（月）


住宅着工総戸数（万戸:年率）


2012年11月 前年比


全国 ：＋10.3％


被災３県：＋83.1％


○設備投資は弱い動き


550


600


650


700


750


800


850


900


950


1000


1050


1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 6 10 1 4 6 9 12


2008 09 10 11 12


機械受注


（船舶・電力を除く民需）


10－12月期見通し


（前期比＋5.0％）


（10億円）


（月）


（年）


機械受注


○機械受注はおおむね横ばい


60


65


70


75


80


85


90


95


100


105


110


1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 1011


2008 09 10 11 12


（2005=100）


（月）


（年）


資本財総供給


11月 前月比▲0.1％


6







96


98


100


102


104


106


108


110


1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 1011


2008 09 10 11 12


(2005年=100)


消費総合指数


実質雇用者所得


（月）


（年）


(2005年=100)


消費総合指数


10月 前月比＋0.4％


11月 同＋0.5％


消費総合指数と実質雇用者所得


消費・雇用の動向


15


20


25


30


35


40


45


50


1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 1012


2008 09 10 11 12
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○新車販売は下げ止まり


(備考)日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会により作成。
内閣府による季節調整値。
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○雇用情勢は改善に足踏み


（備考）厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」により作成。
数値はいずれも季節調整値。2011年３～８月の失業率は補完推計値。


（備考）総務省「労働力調査」により作成。内閣府で作成した季節調整値の3ヶ月移動平均


○製造業では引き続き減少傾向


(備考)消費総合指数と実質雇用者所得（実質賃金×雇用者数）は内閣府で作成。
季節調整値。


○個人消費はこのところ底堅い動き
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（備考）経済産業省「鉱工業指数」により作成。季節調整値。
12、１月の数値は、製造工業予測調査による。
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○


○
新政権となり、年度末に向けての大型予算が大きく動く感がある。公共投資にお
いては、インフラ関係の関連会社にはかなりの依頼がきている（近畿＝人材派遣
会社）。


［企業関連］ﾌﾟﾗｽ要因：円安・株価上昇や、新政権の政策への期待感等


□
政権交代等により、円安、株高等で雰囲気は上向いているようであるが、中小企
業、小売業、飲食店は厳しい状況が続いている。今の状況が当面続くのではない
か（東海＝スーパー）


○
新政権の金融政策によって、株価の上昇や円安が継続する見通しがあるなか、製
造業を中心に東海地域の景況感の回復も見込まれる。また、年明け後も寒さが継
続する予報があり、冬物商戦は好調に推移する（東海＝百貨店）。


○
総選挙後の円安、株高の影響で気分的に景気が戻りつつあるように感じられる。
また、当館の売り上げも、少しは戻ってきているので、この状況が続くことを期待し
ている。（中国＝百貨店）


［家計関連］ﾌﾟﾗｽ要因：円安・株価上昇や、新政権の政策への期待感等


円安により海外部門の採算が好転した（四国＝一般機械器具製造業）。


○
最近、円安や株高で明るい兆しがあり、引き合いが増える傾向にある（近畿＝電気
機械器具製造業）。


○
主要原料の苛性ソーダの値上げ発表により仕入単価の上昇懸念はぬぐえない
が、実勢価格は当面現行水準が続く見通しであり、近時の円安も手伝って取引先
の輸出向け需要が緩やかながら伸長する見通しである（中国＝化学工業）。


［雇用関連］ﾌﾟﾗｽ要因：年末・年度末向けの求人が増加


○
海外からの受注で、受注量が増え、景気は上向きになっている（九州＝精密機械器
具製造業）。


○
県内の有効求人倍率はほぼ横ばいであり、今後円安の状況などから製造業など
でも求人数が回復してくるように思われる（北陸＝新聞社）。


［雇用関連］ﾌﾟﾗｽ要因：円安・株価上昇や、新政権の政策への期待感等


▲
電機関連や自動車など輸送用機器関連の企業で、円高に伴う海外シフトの影響に
より、会社都合による離職が増加している（東海＝職業安定所）。


［雇用関連］ﾏｲﾅｽ要因：製造業で雇用調整の動き


○
年度末に向けた駆け込み受注かもしれないが、求人数が増えている（近畿＝人材
派遣会社）。


［家計関連］ﾌﾟﾗｽ要因：気温の低下もあって冬物商材の動きが好調


□
大寒波の到来で、コート関連がよく売れたほか、暖房用品も好調であり、どの部門も
前年比で２けたアップの勢いである（北海道＝百貨店）。


［企業関連］ﾌﾟﾗｽ要因：円安の動きに加え、一部の業種における受注や採算の改善


○
11月末から12月にかけての忘年会シーズンで、売上が昨年より大幅に増加した。こ
れは円安や株高などのように、期待感の表れではないかと考えている（四国＝観光
型旅館）。


○
鍋物野菜を中心に、牛肉などの販売量も、初秋に比べるとやや増加傾向にある。総
選挙の結果、政権交代することになり、客の話題にも明るさが見える（東海＝スー
パー）。


景気ウォッチャー調査（「街角景気」）
景気の現状判断：持ち直しの兆し 景気の先行き判断：大幅に改善


＜現状判断コメント＞（◎：良、○：やや良、□：不変、▲：やや悪、×：悪） ＜先行き判断コメント＞（◎：良、○：やや良、□：不変、▲：やや悪、×：悪）


（備考）内閣府「景気ウォッチャー調査」（2012年12月調査、調査期間：12月25日～31日）を基に作成。
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物価の動向
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国内企業物価


企業物価（2010年＝100） （指数）


12月(国内)：前月比 0.3％ (輸出)：前月比 2.1％
前年比 ▲0.6％ 前年比 3.7％


(輸入)：前月比 2.7％


前年比 3.4％


輸出物価


（円ベース、目盛右）


○国内企業物価はこのところ緩やかに上昇○消費者物価は緩やかに下落


○物価上昇を予想する消費者の割合はおおむね横ばい


（備考）１．総務省「消費者物価指数」、内閣府「消費動向調査」、日本銀行「企業物価指数」、資源エネルギー庁「石油製品価格調査」により作成。
２．消費者物価の「生鮮食品、石油製品その他特殊要因を除く総合」（コアコア）は、「生鮮食品を除く総合」（コア）から石油製品、電気代、都市ガス代、米類、
鶏卵、切り花、診療代、固定電話通信料、介護料、たばこ、公立高校授業料、私立高校授業料を除いたもの。


３．国内企業物価は、夏季電力料金調整後の系列。
４．ガソリンはレギュラーの週次価格、灯油は配達の週次価格。
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アメリカ経済の動向


○財政問題：依然懸案が残る


・景気は緩やかな回復傾向


○オバマ大統領は、１月２日、13年度に約5,600億ドル（12年3月CBO試算）
の緊縮効果をもたらす「財政の崖」を回避するための減税措置の延長及
び自動的歳出削減の開始延期等にかかる法案に署名。この結果、同年
度の緊縮効果は約2,300億ドル（対GDP比1.4％）に縮小する見込み。
・年間所得45万ドル以下の世帯に対する所得税の税率引下げ措置等
（いわゆる「ブッシュ減税」）の恒久化
・緊急失業保険給付期間を１年間延長
・設備投資減税を１年間延長
・自動的な歳出削減の開始を２か月間延期


○今後の懸案事項
・新たな歳出削減策が策定されない場合、３月から自動的な歳出削減
開始（初年度650億ドル、21年度までに1.2兆ドル）
・債務上限の引上げが実施されない場合、連邦政府閉鎖やデフォルトの
恐れも
・なお、今週中にも、債務上限を５月19日まで延長する法案を下院にて
審議予定
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見通し


○雇用者数は増加、失業率は低下傾向
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（＋0.0％）、失業者は同＋16.4万人（＋1.4％）。
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住宅着工件数
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（右目盛）


○消費は緩やな増加傾向
○住宅着工件数は緩やかに増加


（万件）
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○韓国、台湾の輸出はこのところ持ち直し○中国の生産は伸びがやや上昇、
輸出の伸びは持ち直し傾向


・中国：景気の拡大テンポはやや持ち直し
・韓国：景気は足踏み状態となっているものの、このところ一部に持ち直しの動きも
・台湾：景気はこのところ持ち直しの動き


○中国の固定資産投資は緩やかな伸び
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（備考)生産は、11年1-2月期より、統計対象範囲に変更があったため、厳密には
11年1-2月前後では接続しない。


（備考）1．韓国の輸出の指数は、原数値の３か月移動平均値。台湾は季節調整値。
2．指数は、韓国は07年=100で、台湾は08年=100。
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アジア経済の動向
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（指数、2008年=100）
〇ユーロ圏の生産は弱い動き〇ユーロ圏・主要国の実質ＧＤＰ成長率
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フランス 0.4％ イタリア ▲0.8％
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（前期比年率、％）


（備考）１. 破線は欧州委員会による見通し（12年11月時点）。
２. ギリシャでは、季節調整値が計算されていないため前年比を使用。


〇ユーロ圏の失業率は上昇
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（備考）ドイツは、建設業を含む。


○ユーロ圏の輸出は足踏み状態
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右上図：財務省「貿易取引通貨別比率」により作成。


右下図：日本銀行「国際収支統計」により作成。平成24年１～11月までの値について、数量は変わらないと仮定し、円が外貨に対して10％減価したときに、
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「鉱工業指数の動向」より作成。季節調整値。
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「日本経済再生に向けた緊急経済対策」について 


■東日本大震災からの復興の加速、防災の強化 
 ・これまでの体制や取組みを強化し、現場の目線に立って復興を加速 


 ・老朽化した社会インフラ対策等を重点的に実施し、産業・生活基盤の強化を図ることなどにより国土強靭化を推進 


 


■機動的な経済財政運営 
 ・できる限り早期にデフレを脱却するという強い意思・明確なコミットメントを示すことを通じてデフレ予想を払拭  


 ・持続的成長に貢献する分野や日本を支える将来性のある分野に重点を置き、その中で特に、即効性や需要創造効果の高い施策を優先  


 ・公共投資についても、国民の命と暮らしを守る事業、成長や地域活性化に資する事業に重点化 


 ・政府と日本銀行の連携を強化する仕組みを構築。その際、明確な物価目標の下で、日本銀行が積極的な金融緩和を行っていくことを強く期待 


 ・為替市場の動向について、引き続き注視し適切に対応 


 


■成長のための戦略の実行・実現 
 ・「世界で一番企業が活動しやすい国」、「個人の可能性が最大限発揮され雇用と所得が拡大する国」、「貿易投資立国」と「産業投資立国」の双発  


 型エンジンが互いに相乗効果を発揮する「ハイブリッド経済立国」を目指す 


 ・民間投資やイノベーション促進、日本企業の海外展開支援、それらによる新市場の開拓と雇用創出の拡大、人材育成の強化や若者雇用の拡大、  


 再チャレンジを可能とする環境の整備等を推進 


 ・潜在力の高い成長分野を中心に大胆な規制改革・制度改革を実現するため、体制を整備 


○大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略の「3本の矢」を、これまでと次元の異なるレベルで、一体かつ強力に実行し、  
 「経済再生」、「復興」、「危機管理」を実現する政策パッケージ“第1弾”。 
 


○長引く円高・デフレ、雇用や所得の減少、世代間格差等の拡大、将来への不安や閉塞感の中で、委縮し続ける経済に決別し、次々とイノベーション  
 や新事業が生まれ、国民各層の雇用や所得が拡大する、豊かさと希望あふれる強い経済に転換させるための対策。 
 
 


○景気の底割れを回避し、持続的成長を生み出す成長戦略につなげるため、補正予算のみならず、規制改革、政策金融、税制等も動員。日本経済  
 再生本部及び経済財政諮問会議を司令塔として、府省の壁を越えて、スピード感を持って間断なく政策を実現・実行。 


本対策の特徴 


本対策における日本経済再生に向けての考え方 







「日本経済再生に向けた緊急経済対策」具体的施策 


３．日本企業の海外展開支援等 


４．金融資本市場の活性化等 


５．人材育成・雇用対策 


Ⅲ  暮らしの安心・地域活性化 


１．暮らしの安心の確保 


（１）安心できる医療体制の構築等 


（２）安心して教育を受けられる体制の整備と子どもを育てやすい国づくり 


   の推進 


（３）生活空間の安全確保・質の向上と循環型社会の創出に向けた環境の整 


   備 


（４）安心の確保 


（５）台風、豪雨災害等の災害からの復旧等 


２．地域の特色を生かした地域活性化 


（１）地域の魅力の発信、観光の振興 


（２）公共交通の活性化など地域経済・産業の活力向上に資する取組の推進 


（３）農業の体質強化など地域の特色を生かした地域経済の活性化と住みよ 


   い地域の構築の加速 


（４）地方都市リノベーション・コンパクトシティの推進 


（５）地方の資金調達への配慮と本対策の迅速な実施 


Ⅳ  潜在力の発揮を可能とする規制改革 


Ⅴ  為替市場の安定に資する施策 


Ⅰ  復興・防災対策 


１．東日本大震災からの復興加速 


（１）社会インフラの整備や住民の定着促進等 


（２）産業の復興と雇用機会の創出 


（３）原子力災害等からの迅速な再生の推進 


２．事前防災・減災のための国土強靭(じん)化の推進、災害へ 


 の対応体制の強化等 


（１）命と暮らしを守るインフラ再構築（老朽化対策、事前防災・減災対策） 


（２）社会の重要インフラ等の防御体制の整備 


（３）学校の耐震化・老朽化対策等の防災対策の推進 


（４）大規模な災害等への対応体制の強化 


Ⅱ  成長による富の創出 


１．民間投資の喚起による成長力強化 


（１）成長力強化、省エネ・再エネ促進等のための設備投資等の促進 


（２）研究開発、イノベーション推進 


（３）国際競争力強化等に資するインフラ整備等 


（４）資源・海洋開発 


２．中小企業・小規模事業者・農林水産業対策 


（１）中小企業・小規模事業者等への支援 


（２）「攻めの農林水産業」の展開 


 


○復興・防災対策、成長による富の創出、暮らしの安心・地域の活性化 の３分野を重点として、あらゆる政策を総動員  







「日本経済再生に向けた緊急経済対策」の規模と効果 


■予算措置による経済効果（現時点での概算） 
 ○実質GDP押上げ効果は概ね２％程度 
 ○雇用創出効果は60万人程度    （見込み） 
 
 


■以下の効果も見込まれる。 
 
○東日本大震災からの復興、防災・減災、災害復旧  
  等への公共投資等による、国民の命と暮らしの安  
    心確保 
○将来の成長基盤や成長の芽の育成・強化等を通じ 
    た成長フロンティアの拡大、高付加価値化の推進 
○投資促進、インフラ整備を通じたイノベーションの創 
    出、産業競争力の強化 
○観光の振興、攻めの農業、公共交通の活性化、都 
    市再生等を通じた地域活性化 
○経済のパイの拡大とともに、税制等を通じた雇用・ 
    労働分配の拡大、若年層への資産移転の促進 


 


■盛り込まれた規制改革、税制改正、 
 金融資本市場の活性化等の各施策や、 
 イノベーション促進や研究開発を 
 はじめとする成長戦略等の具体化 


 


民間投資や消費の喚起、競争力の強化、 
所得・雇用の増大を伴う経済成長 


■本対策の規模 
国の財政支出 
（兆円） 


事業規模 
（兆円） 


Ⅰ.復興・防災対策  ３．８程度 ５．５程度 


・東日本大震災からの復興加速 １．６程度 １．７程度 


・事前防災・減災等 ２．２程度 ３．８程度 


Ⅱ.成長による富の創出 ３．１程度 １２．３程度 


・民間投資の喚起による成長力  
の強化 


１．８程度 ３．２程度 


・中小企業・小規模事業者・農林
水産業対策 


０．９程度 ８．５程度 


・日本企業の海外展開支援等 ０．１程度 ０．３程度 


・人材育成・雇用対策 ０．３程度 ０．３程度 


Ⅲ.暮らしの安心・地域活性化 ３．１程度 ２．１程度 


・暮らしの安心（医療・子育て、生
活空間の安全確保・質の向上、
安全保障環境への適応等） 


０．８程度 ０．９程度 


・地域活性化（コンパクトシティ、
農業の体質強化等） 


０．９程度 １．２程度 


・地方の資金調達への配慮と本
緊急経済対策の迅速な実施 


１．４程度 


公共事業等の国庫債務負担行為 ０．３程度 ０．３程度 


経済対策関連 


・年金国庫負担２分の１の実現等 


１０．３程度 


２．８程度 


２０．２程度 
 


補正予算全体 １３．１程度 


（注）「国の財政支出」には財政融資０．４兆円を含む。 
 








 


 


 
 


「日本経済再生に向けた緊急経済対策」について 
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「日本経済再生に向けた緊急経済対策」を別紙のとおり定める。 
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日本経済再生に向けた緊急経済対策 


 


 


前文 日本経済再生に向けた取組の第１弾 


 


我が国の経済は、円高・デフレ不況が長引き、名目GDPは３年前の水準とほぼ同


程度にとどまっている。製造業の競争力は低下し、貿易赤字は拡大している。足下


では過度な円高の動きは修正されつつあるものの、国内の成長機会や若年雇用の縮


小、復興の遅延など、閉塞感を払拭できない状況も継続している。さらに、昨年後


半からは、景気の底割れが懸念されている。 


こうした状況から今こそ脱却し、日本経済を大胆に再生させなければならない。


このため、東日本大震災からの復興を目に見える形で大きく前進させる。また、政


策の基本哲学をこれまでのいわば「縮小均衡の分配政策」から、「成長と富の創出


の好循環」へと転換させ、「強い経済」を取り戻すことに全力で取り組む。 


まずは景気の底割れを回避し、民間投資を喚起し持続的成長を生み出す成長戦略


につなげていく。本対策は、そのための政策対応の第一弾であり、新政権の日本経


済再生に向けた強い意志・明確なコミットメントを示すものである。 
 
第１章 景気の現状 


 


景気の現状をみると、24 年後半には、それまでの円高の進行や世界景気の減速


等を背景に、輸出、生産が落ち込み、景気は弱い動きとなった。製造業を中心に企


業マインドは慎重であり、設備投資が弱い動きとなっている。欧州政府債務危機の


影響など海外経済を巡る不確実性は依然として高く、我が国の景気を下押しするリ


スクとなっている。雇用・所得環境の先行き等にも注意が必要である。また、長期


にわたり需要が弱いなかで、企業などによる日本経済の将来に対する成長期待の低


下やデフレ予想の固定化もあって、デフレが継続してきた。さらに、円高、新興国


の台頭等により、特に製造業は厳しい競争圧力にさらされてきており、「空洞化」


の懸念に留意する必要がある。 


一方、第二次安倍内閣の発足とともに、景気回復への期待を先取りする形で、円


高修正が進み、株価も回復し始めている。こうした改善の兆しを、適切な政策対応


により、景気回復につなげていく。 


 


第２章 日本経済再生に向けての考え方 


 


 こうした認識の下、日本経済再生に向けて、大胆な金融政策、機動的な財政政策、


民間投資を喚起する成長戦略の「三本の矢」で、長引く円高・デフレ不況から脱却


し、雇用や所得の拡大を目指す。 


このための取組の第１弾として、以下の考え方に基づき、本対策を取りまとめた。 
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（復興の加速・防災の強化） 


東日本大震災からの復興のため、これまでの体制や取組について強化し、現場の


目線に立って復興を加速する。 


老朽化した社会インフラ対策を重点的に実施し、産業・生活基盤の強化を図るこ


となどにより国土強靭
じん


化を推進し、国民生活の安心、成長基盤の強化を図る。 


 


（機動的な経済財政運営） 


円高是正、デフレからの早期脱却のため、できるだけ早期にデフレを脱却すると


いう強い意思・明確なコミットメントを示すことを通じてデフレ予想を払拭すると


ともに、機動的・弾力的な経済財政運営により、景気の底割れを回避する。 


このため、いわゆる「15ヶ月予算」の考え方で、大型補正予算と平成25年度予


算を合わせ、来年度の景気の下支えを行いつつ、切れ目のない経済対策を実行する。


その際、持続的成長に貢献する分野や日本を支える将来性のある分野に重点を置き、


その中で特に、即効性や需要創造効果の高い施策を優先する。 


また、施策の早期の実施を通じて経済への効果が一日も早く発揮されるよう、公


共事業等に係る入札公告の前倒しや入札に関する手続きの簡素化その他の契約手


続の迅速化、前払金制度の積極的活用等により予算の早期執行に万全を期する。 


本経済対策については、前政権による 24 年度予算を最大限見直しつつ、公債発


行も含めて必要な財源を確保することにより、最も効率的・効果的な内容とする。 


平成25年度予算については、昨年12月 26日、27日の総理指示に沿って、１月


11 日までに行われる要求入れ替えを受けて、早急に編成作業を行い、財政健全化


目標を踏まえ、日本経済再生を実現する。 


デフレからの早期脱却に向けて、政府と日本銀行の連携を強化する仕組みを構築


する。その際、明確な物価目標の下で、日本銀行が積極的な金融緩和を行っていく


ことを強く期待する。こうした取組に加え、為替市場の動向については、引き続き


注視し適切に対応する。 


 


（成長のための戦略の実行・実現） 


日本経済のダイナミズムを復活させ、財政、税制、規制改革、金融政策などのツ


ールを駆使し、先端設備投資や革新的研究開発などの民間投資を喚起し持続的な成


長を通じて富を創出するため、「世界で一番企業が活動しやすい国」、「個人の可能


性が最大限発揮され雇用と所得が拡大する国」を目指すと同時に、海外投資収益の


国内還元を日本の成長に結びつける国際戦略を進め、「貿易立国」と「産業投資立


国」の双発型エンジンが互いに相乗効果を発揮する「ハイブリッド経済立国」を目


指す。 


具体的には、民間投資やイノベーション促進、日本企業の海外展開支援、それら


による新市場の開拓と雇用創出の拡大を図る。また、人材育成の強化や若者雇用の


拡大、再チャレンジを可能とする環境を整備するとともに、中小企業・小規模事業


者等の活性化、農林水産業や観光の振興等による地域の活性化に取り組む。さらに
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潜在力の高い成長分野を中心に大胆な規制改革・制度改革を実現するため、体制を


整備する。加えて、金融資本市場を活性化させるとともに、持続的な成長に資する


分野に対し、政策金融などによるリスクマネーを呼び水として供給し、民間投資を


活発化させる。 


 


（日本経済再生・経済財政運営の司令塔） 


日本経済再生に当たっては、日本経済再生本部が司令塔となり、その下で開催す


る産業競争力会議と一体となって、長引く円高・デフレ不況からの脱却、雇用や所


得の拡大等経済再生に向けた経済対策の実施、成長戦略の実現を図る。 


同時に経済財政諮問会議を再起動し、日本経済再生本部と連携を密にし、経済財


政の中長期的方針や予算編成の基本方針などの経済財政政策の諸課題に取り組む。 


また、日本経済再生本部及び経済財政諮問会議は、それぞれ日本経済再生の司令


塔、経済財政運営の司令塔として総合科学技術会議、社会保障制度改革国民会議、


新たに設置する規制改革会議等とも密接に連携し、間断なく各府省に課題を示し、


スピード感と実行力をもって、その解決策の実現を図る。各府省は府省の壁を越え


て一致協力して解決策を検討し、実行する。 
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第３章 具体的施策 


 


上記の日本経済再生への道筋を踏まえ、本対策においては、①復興・防災対策、


②成長による富の創出（民間投資の喚起、中小企業・小規模事業者対策等）、③暮


らしの安心・地域活性化の３分野を重点として、財政措置とともに政策金融などあ


らゆる政策を総動員したものとし、規制改革の取組、為替市場の安定に資する施策


も盛り込む。 


 


Ⅰ．復興・防災対策 


 


東日本大震災の被災地の復興の加速を最優先とする。これまでの体制や取組に


ついて強化し、現地の被災者のニーズを踏まえたきめ細やかな復興施策を実施す


る。単なる「最低限の生活再建」にとどまることなく、創造と可能性の地として


の「新しい東北」をつくりあげる。本対策では、被災地の復興のため緊急に必要


な社会インフラの整備や住民の定着促進とともに産業の復興と雇用機会の創出


のための取組を強化する。また、福島の再生を国が前面に立ち実現する観点から


喫緊の課題である原子力災害等からの迅速な再生を推進する。このため、今年度


中に追加が必要となる施策を措置するとともに、平成 23 年度決算剰余金を活用


し、来年度の速やかな施策の実施が可能となるよう、必要となる財源を確保する。
1 


防災対策については、老朽化インフラの総点検、緊急補修等と社会の重要イン


フラ防御のための施策、学校の耐震化など事前防災・減災対策のための国土強靭
じん


化と災害への対応体制の強化のための方策等をハード、ソフトの両面につき抜本


的に強化し国民の不安を払拭する。 


 


１． 東日本大震災からの復興加速 


 


（１）社会インフラの整備や住民の定着促進等 


被災地の復興のため必要な道路・港湾・農業水利施設等の社会インフラの整


備や震災による旧鉱物採掘区域における地盤沈下等の復旧、津波被災地域にお


ける住まいの形成に資する施策を通じた住民の定着促進のための震災復興特


別交付税の増額等の措置を講ずる。 


 


・被災地における道路・港湾の整備（復興庁） 


・津波被災地域の住民の定着促進のための震災復興特別交付税の増額（復興庁、総務省） 


・被災地における農業水利施設等の整備（復興庁） 


                                                  
 
1 東日本大震災からの復興加速に関する財政支出 1.6 兆円程度のうち、来年度に必要な財源と


して 1.3 兆円程度を措置。 
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・旧鉱物採掘区域災害復旧事業（復興庁）    等 


 


（２）産業の復興と雇用機会の創出 


   被災地の経済の早期復興に不可欠な産業の復興と雇用機会の創出を加速す


るため、被災自治体による被災者の雇用や地域の雇用創出の核となる事業にお


ける被災者の雇用の支援など、被災地における雇用の確保を進める。また、復


興再生に向けた農地整備や東北地方における旅行需要の創出のための情報発


信等を推進する。 


 


・被災地における雇用の確保：被災自治体直接雇用又は民間等委託雇用による被災求職者


の雇用の機会の確保、将来的に被災地の雇用創出の中核となることが期待される事業を


行う事業所で被災者を雇用する場合の助成（復興庁） 


・復興再生に向けた農地・農業用施設の整備、森林整備等（復興庁） 


・東北地方における旅行需要創出（復興庁） 


・被災地における入札不調への対応等の円滑な施工の確保＜予算措置以外＞（国土交通省）


        等 


 


（３）原子力災害等からの迅速な再生の推進 


   被災地、特に福島県にとって喫緊の課題である原子力災害等からの迅速な再


生を進めるため、避難区域における帰還促進、放射性物質による汚染への対応


や福島県における営農再開と風評被害の早期解決を含む農林水産物等の振興


支援、除染技術などの環境研究の拠点整備等を推進する。 


 


・福島原子力災害避難区域帰還・再生加速事業（復興庁） 


・新たに発生した汚染廃棄物の処理加速化事業（復興庁） 


・森林における放射性物質対策の推進（復興庁） 


・福島県における営農再開等に向けた支援（復興庁） 


・農産物等の風評被害対策（復興庁） 


・福島県環境創造センター（仮称）整備事業（復興庁）   等 


 


２．事前防災・減災のための国土強靭
じん


化の推進、災害への対応体制の強化等 


命と暮らしを守るために緊急に必要とされるインフラの再構築のため、老朽


化対策、事前防災・減災対策を抜本的に強化し国土強靭
じん


化を推進する。また、


東日本大震災の経験を踏まえ社会の重要インフラ等の防御体制の整備を進め


るとともに、子どもの命を守る学校の耐震化・老朽化対策等の防災対策を推進


する。さらに、緊急に必要な大規模な災害等への対応体制を強化する。 


 


（１）命と暮らしを守るインフラ再構築（老朽化対策、事前防災・減災対策） 


① 老朽化対策 
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笹子トンネル事故を踏まえ老朽化により危険が生じているトンネル・橋梁等


をはじめ河川、道路等の社会インフラの総点検を速やかに実施し、緊急的な補


修など必要な対策を講ずる。また、社会インフラ全般について先進的技術を活


用した効率的な維持管理の枠組みの整備や新技術の開発を進めるなど、今後の


老朽化に備えた社会資本の計画的かつ戦略的な維持管理・更新を推進する。 


 


・河川・海岸・道路・港湾・空港・鉄道・航路標識・上下水道等の老朽化対策（国土交通


省、厚生労働省） 


・防災・安全に焦点を置いた社会資本整備のための交付金の創設（国土交通省） 


・先進的技術を活用した社会資本の効率的な維持管理の枠組みの整備（国土交通省） 


・社会資本の計画的かつ戦略的な維持管理・更新の推進＜予算措置以外＞（国土交通省） 


等 


 


② 事前防災・減災対策 


震災をはじめとする災害の経験を踏まえ、密集市街地における公共施設の整


備や地域における河川・下水道・道路等の風水害・土砂災害対策、河川、海岸、


道路等の地震・津波対策、道路の防雪対策、災害に強い広域ネットワークの構


築に向けた全国ミッシングリンクの整備等それぞれの地域に適した総合的な


事前防災・減災対策を推進する。また、住宅、建築物の耐震改修、建替え等を


促進するための施策を行う。さらに、事前防災・減災対策の強化のため局地的


豪雨の観測等のための気象観測施設の整備や構造材料の信頼性の向上のため


の技術開発等を進める。 


 


・密集市街地の改善整備の促進、避難所となる都市公園の整備等（国土交通省） 


・河川・海岸・道路・港湾・空港・鉄道・航路標識・公園・上下水道等の防災対策（国土


交通省、厚生労働省） 


・防災・安全に焦点を置いた社会資本整備のための交付金の創設（再掲）（国土交通省） 


・全国ミッシングリンクの整備(国土交通省) 


・住宅・建築物の耐震改修、建替え等の推進（国土交通省） 


・東日本大震災を教訓とした地籍整備の推進（国土交通省） 


・基幹的広域防災拠点支援施設の機能強化（国土交通省） 


・気象観測施設の強化等（豪雨対策等）（国土交通省） 


・構造材料の信頼性向上による国土強靭
じん


化の推進（文部科学省） 


・官庁施設の防災機能強化等（国土交通省） 


・物流施設の防災機能強化（国土交通省）    等 


 


（２）社会の重要インフラ等の防御体制の整備 


災害時にも機能を維持することが必要な医療施設や社会福祉施設、産業・エ


ネルギー基盤、情報通信等の社会の重要インフラや警察施設等の行政インフラ


- 6 -







 


を防御するための施策等を講ずる。 


 


・医療施設の耐震化等の推進（厚生労働省） 


・社会福祉施設の耐震化等整備の推進等（厚生労働省） 


・産業・エネルギー基盤強靭
じん


性確保調査事業（経済産業省） 


・災害時等石油製品供給・利用インフラ等整備事業等（経済産業省） 


・原子力施設の安全対策等（文部科学省） 


・農山漁村等における防災・減災対策等（農林水産省） 


・事業継続等のマネジメントシステム規格の活用等による競争力強化事業（経済産業省） 


・情報通信ネットワークの強靭
じん


化と災害時即応能力の向上（総務省） 


・警察施設・交通安全施設、自衛隊駐屯地等の老朽化、防災対策（警察庁、防衛省） 


・官庁施設の機能維持のための防災対策等（裁判所、会計検査院、内閣府、法務省） 


・日本の防災に関する知見等の国際的な活用:災害復旧スタンドバイ円借款制度の創設＜予


算措置以外＞（外務省、財務省）      等 


 


（３）学校の耐震化・老朽化対策等の防災対策の推進 


災害時に子どもたちの安全を確保するために必要であり、また、災害時の避


難所ともなりうる学校の耐震化・老朽化対策等の防災対策を推進する。 


 


・国立大学・公立学校・私立学校施設等の耐震化、老朽化対策等（文部科学省） 等 


 


（４）大規模な災害等への対応体制の強化 


警察、消防、自衛隊等の災害等への対応能力の強化や防災・減災研究の推進


など大規模な災害等への対応体制の強化を図る。 


 


・警察情報通信基盤の耐災害性の向上及び消防防災通信基盤等の緊急整備等（警察庁、総


務省） 


・警察、消防、自衛隊の災害等への対応能力の強化（警察庁、総務省、防衛省） 


・消防団等の地域の防災力の強化（総務省） 


・大規模災害に対する防災・減災研究の推進等（文部科学省）  等 
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Ⅱ．成長による富の創出 


 


 我が国には、豊富な民間資金、多様な人材、優れた技術力などがある。これらの


潜在力を引き出し、「成長による富の創出」を実現することが必要である。このた


め、民間投資の喚起を図るための施策を講じるとともに、日本経済の活力の源泉で


ある中小企業・小規模事業者の支援や「攻めの農林水産業」の展開に取り組む。ま


た、日本企業の海外展開の支援等によりグローバル経済の成長力を日本に取り込む


とともに、金融資本市場の活性化、人材育成・雇用対策等による成長力の強化に取


り組む。 


 


１． 民間投資の喚起による成長力強化 


 
 民間投資の喚起のため、企業の設備投資や研究開発・イノベーション創出への


取組等を促進するとともに、国際競争力強化等に資するインフラ整備、資源・海


洋開発等により成長力を支える基盤整備に取り組む。 
 
（１）成長力強化、省エネ・再エネ促進等のための設備投資等の促進 


  円高や厳しいエネルギー制約に対応しつつ、最新設備の導入等により産業競


争力の強化を図るとともに、低炭素社会の創出等に資する省エネ・再エネ投資


等を金融面・税制面も含め促進する。また、まちづくり・交通分野において、


住宅・建築物の省エネ改修等の支援等を行うほか、電気自動車をはじめとした


次世代自動車の加速度的普及に取り組む。 
 


①産業競争力強化、省エネ・再エネ促進等のための投資促進 


  ・円高・エネルギー制約対策のための先端設備等投資促進事業：最新設備・生産技術等の


導入を支援するために出融資等の金融支援を行うことに加え、設備投資に係る費用の一


部を補助（経済産業省） 


・再生可能エネルギー導入のための蓄電池制御等実証事業（環境省） 


・国内への設備投資を後押しするための税制措置 ＜税制＞（経済産業省） 


・環境関連投資（再エネ・省エネ投資）促進税制の拡充 ＜税制＞（経済産業省、厚生労働


省、国土交通省、環境省）                         等 


 


  ②まちづくり・交通分野におけるエネルギー・環境問題への対応 


・住宅・建築物の省エネ改修等の促進（国土交通省） 


・スマートマンション導入加速化推進事業（経済産業省） 


・次世代自動車充電インフラ整備促進事業（経済産業省） 


・超小型モビリティの導入促進（国土交通省）                等 


 
（２）研究開発、イノベーション推進 


イノベーション創出による需要喚起と成長への投資促進を図るため、先端的
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な大型研究施設・設備等の整備・高度化・共用促進、戦略産業分野の研究開発


拠点の整備等に取り組むとともに、次世代エネルギー技術開発、地球観測衛星


網の研究開発や先端的な情報通信技術の確立など、研究開発プロジェクト等を


推進する。医療分野では、iPS 細胞等を用いた再生医療等に係る研究開発・実


用化を支援する環境整備に取り組む。さらに、目利き人材等の育成やベンチャ


ー企業等へのリスクマネーの供給など、イノベーション創出のための基盤を強


化するとともに、いわゆる「オープン・イノベーション」（企業が自前主義で


なく、自他の技術等を幅広く活用して事業化や価値創造に取り組むこと）への


取組を加速させる。  
 


①研究開発プロジェクトの推進 


・イノベーション創出に向けた科学技術研究の加速、先端的な大型研究施設・設備等の整


備・高度化・共用促進等、国立大学等における最先端研究基盤の整備、次世代エネルギ


ー技術開発等（文部科学省）                 


・レアメタル・レアアース等の代替材料・高純度化技術開発、戦略産業分野の研究開発拠


点等の整備、放射性物質研究拠点施設等整備事業等（経済産業省） 


・地球観測衛星網の研究開発等（文部科学省・経済産業省・環境省） 


・イノベーションを創出する情報通信技術の利活用推進・強固な基盤整備（総務省） 等 


 


②医療関連イノベーションの促進 


・iPS細胞等を用いた再生医療研究加速のための施設・設備整備等、iPS細胞等自動培養装


置開発加速事業（文部科学省、経済産業省） 


・革新的医薬品の創出等の推進：医薬基盤研究所における創薬支援機能の強化、臨床研究


中核病院等における治験環境の整備、iPS 細胞等の再生医療臨床応用実用化に向けた人


材養成のための体制整備、開発途上国向け医薬品研究開発の促進（厚生労働省） 


・医薬品・医療機器・再生医療製品等に係る規制改革：医療機器の審査の迅速化・合理化


を図るため、医療機器の特性を踏まえた制度改正を行い、医療機器について医薬品から


別章立てすること、医療機器の承認に代わる民間の第三者認証制度の対象を拡大するこ


と、再生医療製品の特性を踏まえた特別な早期承認制度の導入を行うこと等の見直しを


実施。また、再生医療の安全性等を確保しつつ、細胞培養加工の医療機関外委託も可能


となるような枠組みを整備。（厚生労働省）              等 


 


③イノベーション基盤の強化 


・官民イノベーションプログラム：実用化に向けた官民共同の研究開発の推進（文部科学


省） 


・研究支援人材の確保等に向けた各種施策の推進：学長主導による大学の研究力強化に向


けた戦略確立、研究大学におけるリサーチアドミニストレータ2の確実な配置・キャリア


                                                  
 
2 「リサーチアドミニストレータ」とは、大学等における研究者の活動を支援するため、研究活動


の企画や管理、研究成果の活用促進等を行う者である。 
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パス形成の検討を促進、研究支援者を対象とした地域の研究機関間の人材交流や全国規


模のデータベースの構築等に取り組む。また、科学研究費補助金について予算執行の円


滑化のための調整措置の導入を進める。（文部科学省） 


・ベンチャー創出のための専門家連携による総合支援体制の構築（経済産業省） 


・ベンチャー企業への実用化助成事業（経済産業省） 


・ベンチャー企業等や先端技術の事業化のためのリスクマネー供給＜産業革新機構に対す


る産投出資＞（経済産業省） 


・イノベーション強化のための日本政策投資銀行におけるファンドの創設＜同行に対する


産投貸付＞（財務省） 


・企業のイノベーションを促進するための研究開発税制の拡充＜税制＞（経済産業省、総


務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、環境省） 


・企業がイノベーションを円滑に事業化できるよう、迅速な特許権取得の促進や事業に関


する複数分野の特許出願の一括審査を実施する。＜予算措置以外＞（経済産業省） 


・大学等による、研究開発成果の事業化及びこれを目的とした投資を行う子会社の設立、


大学発ベンチャー支援ファンド等への出資を可能とする制度改正を検討する。（文部科


学省等） 


・上記の先駆的な取組を含め、民間の自律的なリスクテイク意欲を喚起すべく、リスクマ


ネーの供給や一定の公的関与の下でのマッチング機能のネットワーク化を通じて休眠し


ている技術やアイデア、資金その他の資源の価値を顕在化させる等「オープン・イノベ


ーション」の基盤をより一層強化するための総合的な対応について産業競争力会議にお


いて検討を行う。                           等 


 
（３）国際競争力強化等に資するインフラ整備等 


   首都圏空港、国際コンテナ戦略港湾等、我が国の国際競争力強化等に資する


基幹的な交通インフラ等の整備に取り組むとともに、PFI の推進や耐震・環境


性能を有する良質な不動産形成のための官民ファンドの創設等により、民間資


金を活用したインフラ整備等を推進する。 
 


・基幹的交通インフラ等の整備推進：首都圏空港の強化、国際コンテナ戦略港湾の機能強


化、大都市圏環状道路の整備、拠点空港・港湾・鉄道駅と高速道路等との直結を含むア


クセス道路の整備、渋滞ボトルネック対策等（国土交通省） 


・社会資本整備総合交付金による重点的な支援の実施（国土交通省） 


・PFIの推進による民間資金を活用したインフラ整備：「民間資金等活用事業推進機構」の


創設、管理者が異なる複数施設に係るPFIの推進（内閣官房・内閣府） 


・民間主体のまちづくりの支援：耐震・環境性能を有する良質な不動産形成のための官民


ファンド創設（国土交通省、環境省） 


・国際戦略総合特区制度を通じた国際競争力強化策の推進 ＜予算措置以外＞（内閣官房・


内閣府）                               等 
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（４）資源・海洋開発 


   海外資源権益確保のためのリスクマネーの供給強化や、レアアース回収等生


産技術開発支援等に取り組むとともに、海底熱水鉱床採鉱技術開発等、海洋資


源に係る研究・技術開発等に取り組む。なお、海洋産業の国際競争力の強化を


含むこれらの観点については、新たな海洋基本計画の策定作業に適切に反映さ


せる。 
   


・海外資源権益確保のためのリスクマネー供給＜石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）


に対する産投出資＞（経済産業省） 


・資源権益確保推進事業：レアアース回収等生産技術開発支援、探鉱技術・環境保全等に


係る資源国への技術支援等（経済産業省） 


・海洋開発の推進：海底熱水鉱床採鉱技術開発、海底広域研究船の建造等、海洋産業の戦


略的育成に向けた海洋構造物の調査研究等、遠隔離島における活動拠点整備等（文部科


学省、経済産業省、国土交通省）                     等 


 
２．中小企業・小規模事業者・農林水産業対策 


 
 中小企業・小規模事業者の活力を引き出すため、新たなビジネスへのチャレン


ジの支援、経営改善・事業再生支援等を行う。また、「攻めの農林水産業」の展


開を加速するため、新規就業支援、農林漁業の６次産業化等に取り組む。 
 
（１）中小企業・小規模事業者等への支援 


中小企業・小規模事業者の活力を引き出すため、女性及び若者等の起業・創業


支援、女性及び若者等の優秀な人材確保支援、ものづくり中小企業・小規模事業


者支援、商店街・中心市街地の活性化、海外展開支援、官公需の中小企業への受


注の配慮等を行う。 


また、中小企業・小規模事業者の経営改善・事業再生を図るため、認定支援機


関による経営改善計画策定支援や、日本政策金融公庫・商工中金による経営支援


と一体となったセーフティネット貸付の創設等により、経営支援の強化、資金繰


りの支援等を行うとともに、地域の再生現場の強化や地域活性化に資する支援を


推進するため、企業再生支援機構の「地域経済活性化支援機構」（仮称）への改


組・機能拡充を行う。 


 


①新たなビジネスへのチャレンジの支援、ものづくり支援、商店街の活性化等 


・新たに起業・創業や第二創業を行う女性及び若者等への支援、ベンチャー企業への実用


化助成事業（再掲）、ベンチャー創出のための専門家連携による総合支援体制の構築（再


掲）（経済産業省） 


・中小企業・小規模事業者人材対策事業（経済産業省） 


・ものづくり補助金：試作開発や設備投資等に要する経費の補助（経済産業省） 


・地域力活用市場獲得等支援事業（経済産業省） 


・商店街まちづくり事業、地域商店街活性化事業等（経済産業省） 
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・中堅・中小・小規模事業者新興国進出支援専門家派遣事業、中小企業・小規模事業者海


外展開事業化・研修支援事業（経済産業省） 


・中小企業の交際費課税の特例の拡充 ＜税制＞（経済産業省、厚生労働省）   等 


 


②経営改善・事業再生支援、資金繰り支援 


・中小企業再生支援協議会の機能強化、認定支援機関による経営改善計画策定支援等（経


済産業省） 


・中小企業・小規模事業者等の資金繰り支援：日本政策金融公庫における資本性資金の活


用＜同公庫に対する産投出資＞、日本政策金融公庫、商工中金における経営支援と一体


となったセーフティネット貸付の創設等（経済産業省、財務省、厚生労働省） 


・企業再生支援機構を抜本的に改組し、事業再生ファンド・地域活性化ファンド等に対す


る専門家の派遣や出資等による地域の再生現場の強化や地域活性化に資する支援を行う


ための機能拡充を図り、「地域経済活性化支援機構」（仮称）とする（内閣府、金融庁、


総務省、経済産業省） 


・中小企業金融円滑化法の期限到来後における検査・監督の方針の明確化、「中小企業等金


融円滑化相談窓口」（仮称）の設置、金融機関による中小企業の経営支援に関する取組状


況等の定期的な公表等＜予算措置以外＞（金融庁） 


・個人保証制度の見直し ＜予算措置以外＞（経済産業省、金融庁） 


・動産・売掛金担保融資（ABL）の活用促進＜予算措置以外＞（金融庁） 


・商業・サービス業中小企業の経営改善のための設備投資を促進する税制措置＜税制＞ 


（経済産業省、厚生労働省、農林水産省）                等 


 
（２）「攻めの農林水産業」の展開 


 農林水産業の高付加価値化等を図り、競争力のある「攻めの農林水産業」を


展開すべく、新規就業支援、農業機械等導入支援、木材利用ポイント、新食品


開発支援、６次産業化、農林漁業成長産業化ファンドの拡充、農山漁村の資源


を活用した再生可能エネルギーの展開等に取り組む。 
 
・新規就農・経営継承総合支援事業等（農林水産省） 


・経営体育成支援事業等：農業用機械等の導入を支援（農林水産省） 


・木材利用ポイント：地域材を活用した住宅等の購入の際にポイントを付与し、地域の農


林水産物との交換等を行う取組を支援（農林水産省） 


・機能性を持つ農林水産物・食品開発プロジェクト（農林水産省） 


・６次産業化推進事業（農林水産省） 


・農林漁業成長産業化ファンドの拡充＜農林漁業成長産業化支援機構に対する産投出資＞


（農林水産省） 


・地域バイオマス産業化の推進、再エネ発電収入を地域の農林漁業の発展に活用等（農林


水産省） 


・農林水産物の輸出拡大及び日本食・食文化発信緊急対策（農林水産省） 


・農林水産業の基盤整備等：農地・農業用施設の整備、地域が抱える課題に対処する強い


農業づくり交付金・強い水産業づくり交付金、木造公共施設整備（農林水産省） 等 
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３．日本企業の海外展開支援等 


日本企業の海外展開に対してきめ細かな支援を行い、「海外展開支援出資ファ


シリティ（仮称）」の創設等により日本企業による海外 M&A 等を支援するとと


もに、海外投資収益の円滑な国内還流に資する環境整備や海外展開を見据えた国


内認証体制の基盤の構築を行う。なお、日本銀行による貸出増加を支援するため


の資金供給は、「海外展開支援出資ファシリティ（仮称）」等に協調する民間の資


金供給を支援する効果も期待できるなど為替市場を通じた効果を含め、大きな緩


和効果をもたらすと考えられる。 
また、コンテンツ海外展開支援による日本の魅力発信、クール・ジャパンを体


現する日本企業への資金支援等を行う機関の新たな設立、訪日外国人旅行者の誘


致強化等により、コンテンツ、観光など日本製品・サービスの売り込みを官民一


体となって行う。 
 
 ①日本企業の海外展開支援、海外投資収益の国内還流の円滑化等 


・無償資金協力等によるアジア経済圏等新興国・途上国の活力の取り込み、中小企業の国


際展開支援（外務省） 


・国際協力銀行（JBIC）出資による海外展開支援のためのファシリティ（「海外展開支援出


資ファシリティ（仮称）」）の創設＜JBICに対する産投出資＞（財務省） 


・中堅・中小・小規模事業者新興国進出支援専門家派遣事業、中小企業・小規模事業者海


外展開事業化・研修支援事業（再掲）（経済産業省） 


・グローバル認証基盤整備事業（経済産業省） 


・日本企業の海外展開等に資する円借款制度の見直し及び技術協力等との有機的連携等 


＜予算措置以外＞（外務省、財務省、経済産業省） 


・アジアの金融インフラ整備支援：日本企業の海外活動に対する円滑な資金供給の確保等


のため、アジア諸国に対し金融インフラ（法制度や決済システム等）整備の技術支援を


行う。＜予算措置以外＞（金融庁） 


・金融機関が海外で行う海外進出企業と現地金融機関との金融取引の代理・媒介の解禁、


信用金庫・信用組合による会員・組合員の海外子会社への融資等の解禁＜予算措置以外


＞（金融庁） 


・税関分野の技術支援等を通じた、途上国税関の貿易関連制度・環境の近代化・高度化 


＜予算措置以外＞（財務省)  


・租税条約の締結・改正の推進 ＜予算措置以外＞（外務省、財務省）     等 


 


 ②クール・ジャパンの推進、訪日外国人旅行者の増大に向けた取組等 


・クールジャパン・コンテンツの海外展開等の促進（経済産業省、総務省） 


・クール・ジャパンを体現する日本企業の支援：産投出資を活用した新たな機関を設立し、


リスクマネーを供給（経済産業省） 


・訪日外国人旅行者の誘致強化：個人旅行の促進、東南アジアからの誘客強化、ビジネス


観光（MICE）への取組強化等（国土交通省） 


・出入国審査の円滑化（審査機器の整備）（法務省） 
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・21 世紀東アジア青少年大交流計画（JENESYS）の拡充によるアジア大洋州地域及び北米


地域との青少年交流（外務省）               等 


 
４．金融資本市場の活性化等 


  我が国の巨額の金融資産からの成長分野への資金供給と安定的な資産形成の


両立を図るとともに、アジア No.1 市場の構築に向け、市場の利便性向上・国際


競争力の向上等を通じた金融資本市場の活性化等に取り組む。このため、約


1,500兆円に上る家計金融資産の国内外の資産への中長期・分散投資の環境を整


備するとともに、年金・共済等の公的・準公的資金のより高度な運用・リスク管


理体制の構築に向けて、各資金の規模や性格に見合った改善策を検討する。成長


分野への資金供給に関しては、金融機関による日本銀行の成長基盤強化及び貸出


増加を支援するための資金供給（貸出支援基金）の積極活用も期待される。 


 


・アジアNo.1市場の構築：「日本総合取引所」の創設に向けた取組の促進、投資法人（J-REIT）


市場の活性化に向けた環境整備 ＜予算措置以外＞（金融庁） 


・金融経済教育の推進 ＜予算措置以外＞（金融庁） 


・アジアの金融インフラ整備支援 ＜予算措置以外＞（再掲）（金融庁） 


・家計の安定的な資産形成を支援するとともに、経済成長に必要な成長資金の供給を拡大


しデフレ脱却を後押しする観点からの、日本版ISAの拡充及び金融所得課税の一体化（金


融商品間の損益通算範囲の拡大等）＜税制＞（金融庁、財務省、農林水産省、経済産業


省）                                  等 


 
５．人材育成・雇用対策 


  厳しい雇用情勢を踏まえ、失業者の成長分野への人材移動を支援するなどの雇


用対策を講じるとともに、若年者の職業訓練の促進等による人材育成策の強化、


女性の活躍促進、教育再生の推進に向けた学校の教育研究基盤の整備等に取り組


む。 
 


・大学等の教育研究基盤の整備：大学、高等専門学校、小中高等学校等の施設設備整備等


（文部科学省） 


・起業支援と一体となった地域の雇用創出を促進する「起業支援型地域雇用創造事業（仮


称）」を創設（厚生労働省） 


・「日本再生人材育成支援事業」において、事業主都合で離職した者を正社員として雇用し


職業訓練を行った場合等に対する助成内容を拡充＜予算措置以外＞（厚生労働省） 


・若年者の人材の育成を推進するため、事業者が非正規の若年労働者に対して職業訓練を


行った場合や、訓練受講者が正規雇用として定着した場合に助成する「若年者人材育成・


定着支援奨励金（仮称）」を創設するとともに、「地域若者サポートステーション」事業


を拡充（厚生労働省） 


・スポーツの競技力向上に向けた環境整備（文部科学省） 


・企業による雇用・労働分配（給与等支給）を拡大するための税制措置 ＜税制＞（経済産


業省） 
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・高齢者の資産を若年層に移転させるとともに、教育・人材育成をサポートするため、祖


父母からの教育資金の一括贈与について、贈与税を非課税とする措置を創設 ＜税制＞


（文部科学省、金融庁、経済産業省）                 等 


  


- 15 -







 


Ⅲ．暮らしの安心・地域活性化 


 


暮らしの安心を確保するため、在宅医療の推進など医療体制の構築を進めると


ともに、日本の将来を担う子どもたちの未来を守るためスクールカウンセラー派


遣など安心して教育を受けられる体制の整備と、保育士の人材確保など子どもを


育てやすい国づくりを進めるための施策を強化する。また、安全・安心な生活空


間と環境を整備するとともに、国民の暮らしと命を守るための能力を強化し安心


を確保する。さらに、台風等の災害からの復旧等を行い暮らしの安心を回復する。 


また、地域活性化策を推進することにより、地域がそれぞれの特色を発揮し有


機的な交流・連携を深め、地域が直面している危機を突破し、地方の経済を取り


戻し、国土の均衡のとれた発展を実現することを目指す。このため、本対策にお


いて、第３章Ⅰ、Ⅱに含まれる地方関係施策の着実な実施に加え、地方の魅力の


発信、観光の振興、公共交通の活性化、農業の体質強化、住みよい地域の構築、


地方都市リノベーション・コンパクトシティの推進等の施策を強化する。また、


地方の資金調達への配慮と本対策の迅速な実施のため適切な措置をとる。 


 


１．暮らしの安心の確保 


 


（１）安心できる医療体制の構築等 


 住み慣れた地域で安心して暮らし続けるため、介護と連携した在宅医療の体


制整備の支援や医学生に対する修学資金の貸与など地域の医師確保の推進、新


型インフルエンザの発生に備えたワクチン備蓄の維持等の施策を推進する。ま


た、若年層への対策を含む新たな自殺対策等を進める。 


70～74歳の医療費自己負担については、当面、1割負担を継続する措置を講


じるが、本措置の在り方については、世代間の公平や高齢者に与える影響等に


ついて、低所得者対策等とあわせて引き続き検討し、早期に結論を得る。 


 


・在宅医療や地域の医師確保の推進等（厚生労働省） 


・新型インフルエンザ対策の推進：プレパンデミックワクチンの備蓄維持等（厚生労働省） 


・社会福祉施設の円滑な運営支援（厚生労働省） 


・自殺対策の推進：若年層対策等（内閣府） 


・安定した医療保険制度の構築（厚生労働省）    等 


 


（２）安心して教育を受けられる体制の整備と子どもを育てやすい国づくりの推進 


   子どもたちの命と未来を守り、我が国の教育の再生を進めるため、小中学校


へのスクールカウンセラー等の派遣や「心のノート」を活用した道徳教育の充


実を図るなど、安心して教育を受けられる体制の整備を行う。また、待機児童


の解消に向け保育士の人材確保や地域における子育て支援等を行う「安心こど


も基金」の積み増し・延長を行うなど子どもを育てやすい国づくり、女性が働
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き続けやすい環境の整備を推進する。 


 


・安心して教育を受けられる体制の整備：スクールカウンセラー等派遣、道徳教育の充実


（文部科学省） 


・保育士の人材確保等子育て支援の充実（厚生労働省）   等 


 


（３）生活空間の安全確保・質の向上と循環型社会の創出に向けた環境の整備 


   道路の無電柱化や通学路等における歩道の整備、自転車利用環境の整備等の


交通安全対策等を通じて安全・安心な道路空間の形成を図る。また、老朽化が


進む公営住宅の更新・耐震改修や公園施設の安全対策等を進めることにより、


子どもや高齢者に優しく、持続可能な地域社会の形成を支える生活空間の安全


確保・質の向上に図る。さらに、循環型社会の創出に向け下水汚泥バイオマス


の活用や不法投棄対策など、廃棄物の循環利用・適正処理の推進等により安心


できる環境を整備する。 


 


・道路の無電柱化の推進（国土交通省） 


・通学路等の交通安全対策（警察庁、国土交通省） 


・防災・安全に焦点を置いた社会資本整備のための交付金の創設（再掲）（国土交通省） 


・公営住宅の老朽更新・耐震改修等（国土交通省） 


・公園施設の安全対策など都市公園等の整備（国土交通省） 


・下水汚泥バイオマスの活用による再生可能エネルギーの創出（国土交通省） 


・下水道の整備による良好な都市・水環境の形成（国土交通省） 


・廃棄物の循環利用・適正処理の加速化等（環境省）   等 


 


（４）安心の確保 


   国民の暮らしと命を守るため緊急に必要な不測の事態等に対処する能力を


強化し安心を確保する。 


 


・警察機動力及び装備資機材の整備（警察庁） 


・変化する安全保障環境への適応（防衛省） 


・領海警備体制の強化等（国土交通省、農林水産省） 


・サイバーセキュリティ対策の強化（内閣官房、警察庁、総務省、経済産業省） 等 


         


（５）台風、豪雨災害等の災害からの復旧等 


 台風、豪雨災害等により被害を受けた河川・港湾等の公共土木施設等の災害


復旧等や避難所の設置等のための災害救助費の支援等を行い暮らしの安心を


回復する。 


 


・公共土木施設等の災害復旧等事業（農林水産省、国土交通省、環境省、文部科学省） 
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・災害救助費等負担金等の追加（厚生労働省）    等 


 


２．地域の特色を生かした地域活性化 


 


（１）地域の魅力の発信、観光の振興 


地域それぞれの魅力を日本全国、世界に発信する。地域の特色ある農林水産


物の魅力の発信や輸出相手国の輸入手続きの円滑化のための働きかけなど幅


広い輸出拡大の取組等を行う。また、官民協働で地域の魅力を開発・発信し、


観光地の再建を図る取組等を推進する。さらに、地域の魅力の中核となる文化


施設等の機能強化や国立公園の安全対策等を行うとともに訪日外国人旅行者


の誘致を進めるなど観光の振興を図る。 


 


・農林水産物の輸出拡大及び日本食・食文化発信緊急対策（再掲）（農林水産省） 


・官民協働した魅力ある観光地の再建・強化（国土交通省） 


・文化施設等の機能強化、国立公園の安全対策等（文部科学省、環境省） 


・訪日外国人旅行者の誘致強化（再掲）（国土交通省） 


・出入国審査の円滑化（再掲）（法務省）      


・日本産酒類の総合的な輸出環境整備＜予算措置以外＞（財務省）  等 


 


（２）公共交通の活性化など地域経済・産業の活力向上に資する取組の推進 


 個性ある地域間の有機的な連携、交流を拡充するとともに、地域経済の活力


向上に資するため、既存の都市鉄道ネットワーク間の連絡線の整備や地域の空


港施設の整備等による利便性向上、鉄道駅のバリアフリー化等の地域公共交通


の整備、軌間可変電車（フリーゲージトレイン）の技術開発等を進める。また、


生産物流、観光施設の整備等を進め地域を支える民間投資を喚起し地域経済・


産業の活力向上を図る。さらに、離島における地域活性化を推進する。 


 


・都市鉄道ネットワークの利便性の向上（国土交通省） 


・空港等の利便性向上（国土交通省） 


・地域公共交通の確保・維持・改善：駅のバリアフリー化等（国土交通省） 


・軌間可変電車（フリーゲージトレイン）の技術開発（国土交通省） 


・民間投資の喚起、観光や物流を活発化させる広域的地域活性化のための基盤整備（国土


交通省） 


・社会資本整備総合交付金による重点的な支援の実施（再掲）（国土交通省） 


・官民協働した魅力ある観光地の再建・強化（再掲）（国土交通省） 


・地域建設業経営強化融資制度及び下請債権保全支援事業の拡充・強化：地域雇用・地域


経済・地域防災を支える建設企業の支援（国土交通省） 


・離島における輸送費用の低廉化等による地域活性化の推進（国土交通省） 
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・公共事業の円滑な施工確保：契約価格の適正化、人材不足への対応等＜予算措置以外＞


（国土交通省）        等 


 


（３）農業の体質強化など地域の特色を生かした地域経済の活性化と住みよい地域


の構築の加速 


多様な地域の資源等を活用したイノベーションの推進や地域の自立を目指


した産学金官の地域経済循環の促進等により、地域それぞれがもつ特色を生か


して地域経済を活性化するための取組を進める。また、地域が抱える課題に対


処する農業基盤等の強化や地方消費者行政の充実など、住みよい地域の構築の


ための取組を加速する。 


さらに、平成 25 年度に地域自主戦略交付金を廃止し、各省庁の交付金等に


移行した上で重要な政策課題に対応する。その際、事務手続の簡素化など各省


庁の交付金等の運用改善等を図るとともに、地域自主戦略交付金の対象事業の


活用実績も踏まえ、継続事業の着実な実施のため、各省庁において年度内を含


めた必要な措置を講ずる。 


 


・地域資源等を活用した産学連携による国際科学イノベーション拠点整備事業（文部科学


省） 


・地方公共団体を核とした地域経済循環の創出による地域活性化等（総務省） 


・イノベーションを創出する情報通信技術の利活用推進・強固な基盤整備（再掲）（総務省） 


・地方消費者行政の活性化：食品と放射能に関するリスクコミュニケーションの推進等（消


費者庁） 


・基地周辺世帯に対する住宅防音工事の助成（防衛省） 


・農林水産業の基盤整備等：農地・農業用施設の整備、地域が抱える課題に対処する強い


農業づくり交付金・強い水産業づくり交付金、木造公共施設整備（再掲）（農林水産省） 


・農漁業の経営環境の変動に対する緊急対応：飼料・燃料価格高騰対応、飼料穀物備蓄対


策、鳥獣被害防止（農林水産省）  


・企業再生支援機構を抜本的に改組し、事業再生ファンド・地域活性化ファンド等に対す


る専門家の派遣や出資等による地域の再生現場の強化や地域活性化に資する支援を行う


ための機能強化を図り、「地域経済活性化支援機構」（仮称）とする（再掲）（内閣府、金


融庁、総務省、経済産業省） 


・将来のために必要な成長基盤や安全・安心基盤である地域再生基盤施設の整備促進（内


閣府） 


・ODAを活用した地域活性化（外務省） 


・地域自主戦略交付金の廃止と各省庁の交付金等への移行に伴う必要な措置（内閣府、警


察庁、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境


省） 


・総合特区制度、構造改革特区制度を通じた地域活性化施策の推進＜予算措置以外＞（内


閣官房、内閣府）       等 
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（４）地方都市リノベーション・コンパクトシティの推進 


少子高齢化により空洞化が進む地方都市や大都市郊外部等において、建築物


の改修等、既存ストックを活用しつつ、市街地再開発等を通じて公共公益施設


等の必要な都市機能の整備や集約化を図ることにより、都市の再生・リノベー


ションとコンパクトで活力ある持続可能なまちづくりを推進する。 


 


・市街地再開発事業等：密集市街地の解消、空洞化の進む中心市街地の活性化等（国土交


通省） 


・集約型まちづくりの核となる駅周辺部等の交通結節点等の強化（国土交通省） 


・都市再生整備計画事業の拡充：地方都市リノベーション事業（国土交通省） 


・社会資本整備総合交付金による重点的な支援の実施（再掲）（国土交通省） 


・民間都市開発推進機構の金融支援による地域の再生・活性化（国土交通省） 


・都市公園の整備の推進（国土交通省）     等 


 


（５）地方の資金調達への配慮と本対策の迅速な実施 


本対策において追加される公共投資の地方負担が大規模であり、予算編成の


遅延という異例の状況の中で、地方の資金調達に配慮し本対策の迅速かつ円滑


な実施ができるよう、今回限りの特別の措置として、補正予算債による対応に


加え、各地方公共団体の追加公共投資の負担額等に応じて配分し、地域経済の


活性化と雇用の創出を図る「地域の元気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創


出臨時交付金）」（仮称）を交付する。 


 


・地域の元気臨時交付金（地域経済活性化・雇用創出臨時交付金）（仮称）の創設（内閣府） 
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Ⅳ．潜在力の発揮を可能とする規制改革 


 


我が国の潜在力を最大限発揮できるよう、国際的にも遜色のない経済活動環境


を目指しつつ大胆な規制改革を推進するため、新たな規制改革会議を立ち上げ、


日本経済再生本部・産業競争力会議及び経済財政諮問会議との連携の下、デフレ


脱却、競争力の強化、多様で柔軟な働き方の実現等のための措置や、エネルギー・


環境、健康・医療等の個別分野に関する措置を早急に検討する。 
また、金融機関の出資規制の緩和、発電所設置の際の環境アセスメントの迅速


化、医療機器・再生医療の特性を踏まえた規制の見直し等の関連法案の整備、オ


ープン・データの一層の推進など既往の閣議決定事項を着実に推進するものとす


る。 
 
 
Ⅴ．為替市場の安定に資する施策 


 


厳しい状況にある日本経済を立て直す上で、円高是正、デフレからの早期脱却


は最優先の課題である。為替市場の動向について引き続き注視し、適切に対応す


る。併せて、「海外展開支援出資ファシリティ（仮称）」の創設等により日本企業


による海外 M&A 等を支援する。これは、円投（円売り外貨買い）を促進し、為


替相場の安定にも資する。また、欧州の金融安定化が円を含む通貨の安定に資す


るとの観点から、外貨準備を活用し、欧州安定メカニズム（ESM）が発行する


債券の一定部分を継続的に購入し、ESM 債を主要なユーロ建国債と並ぶ重要な


投資対象と位置づける。 
さらに、今後の為替相場の動向等を踏まえつつ、外国為替資金特別会計を活用


した新たな為替市場の安定に資する施策について検討する。 
 
・JBIC出資による海外展開支援のためのファシリティの創設 ＜JBICに対する産投出資＞


（再掲）（財務省） 


・ESM債の購入（財務省） 


・外国為替資金特別会計を活用した新たな為替市場の安定に資する施策の検討（財務省） 
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第４章 本対策の規模と効果 


 


本対策の規模は別紙の通りである。この対策の予算措置による経済効果を現時点


で概算すれば、実質 GDP 押上げ効果は概ね２％程度、雇用創出効果は 60 万人程度


と見込まれる。 


この他、本対策に盛り込まれた規制改革、税制改正、金融資本市場の活性化等の


各施策や、イノベーション促進や研究開発をはじめとする成長戦略等が具体化され


ることにより、民間投資や消費が喚起されるとともに、競争力の強化、所得・雇用


の増大を伴う経済成長が期待される。 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）税制措置については、平成 25 年度税制改正で具体化。 
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（別紙） 


本対策の規模 


 
（国の財政支出）  （事業規模） 


   【兆円】       【兆円】 
 
Ⅰ．復興・防災対策             ３．８程度   ５．５程度 


 
・ 東日本大震災からの復興加速        １．６程度    １．７程度 


・ 事前防災・減災等             ２．２程度    ３．８程度 


 


Ⅱ．成長による富の創出           ３．１程度   １２．３程度 


 
・ 民間投資の喚起による成長力の強化     １．８程度    ３．２程度 


・ 中小企業・小規模事業者・農林水産業対策   ０．９程度    ８．５程度 


・ 日本企業の海外展開支援等         ０．１程度    ０．３程度 


・ 人材育成・雇用対策            ０．３程度    ０．３程度 


 


Ⅲ．暮らしの安心・地域活性化        ３．１程度   ２．１程度 


 
・ 暮らしの安心              ０．８程度    ０．９程度 


（医療・子育て、生活空間の安全確保・質の向上、 


安全保障環境への適応等） 


・ 地域活性化               ０．９程度    １．２程度 


（コンパクトシティ、農業の体質強化等） 


・ 地方の資金調達への配慮と本緊急経済対策  １．４程度 


の迅速な実施 


 


・ 公共事業等の国庫債務負担行為      ０．３程度   ０．３程度 


 


 


経済対策関連  １０．３程度    ２０．２程度 


 


・ 年金国庫負担２分の１の実現等      ２．８程度 


 


 


補正予算全体  １３．１程度 


 
（注）「国の財政支出」には財政融資０．４兆円を含む。 
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経済財政諮問会議（平成 25 年第３回）議事次第 


 


平成 25 年１月 24 日（木） 


17 時 00 分～17 時 45 分 


官 邸 ４ 階 大 会 議 室  


 


１． 開 会 


 


２． 議 事 


（１） 平成 25 年度予算編成の基本方針について 


（２） 経済財政諮問会議の今後の検討課題について 


（３） 金融政策、物価等に関する集中審議 


３． 閉 会 


 


 


（説明資料） 


資料１ 平成 25 年度予算編成の基本方針（案） 


資料２ 白川議員提出資料 


資料３ 景気の現状と政策対応（内閣府） 


 


 


（配布資料） 


○ 内閣総理大臣からの諮問第 27 号について 


○ 経済財政諮問会議の今後の検討課題（第２回経済財政諮問会議有識者議員提出資料） 


○ 月例経済報告等に関する関係閣僚会議資料（平成 25 年１月 23 日） 


○ 「日本経済再生に向けた緊急経済対策」について（概要） 


○ 「日本経済再生に向けた緊急経済対策」について（平成 25 年１月 11 日閣議決定） 


 


 





